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資料１ 



はじめに （P2～） 

東京電力福島第一原子力発電所事故を真摯に反省し、福島の再生に全力を挙げることが、エ
ネルギー政策を再構築することの出発点 
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１．我が国のエネルギー需給構造が抱える課題 （P3～） 

（１）我が国が抱える構造的課題 （P3～） 

・海外からの資源に大きく依存し、中東情勢等の変化に左右されやすい国内供給体制 

・人口減少、技術革新等による中長期的な需要構造の変化 

・新興国の需要拡大等による資源価格の不安定化と世界の温室効果ガス排出量増大 

 

（２）東京電力福島第一原子力発電所事故及びその前後から顕在化してきた課題（P4～） 

・原発の安全性に対する懸念及び行政・事業者に対する信頼の低下 

・化石燃料依存の増大による国富の流出、中東依存の拡大、電気料金の上昇、我が国の温室効果ガス
排出量の急増 

・東西間の電力融通、石油等緊急時供給体制などの構造的欠陥の顕在化 

・需要家の節電行動など需要動向の変化 

・北米エネルギー供給の自立化とエネルギーコストの国際間格差の拡大 



２．エネルギー政策の新たな視点 （P11～） 

（１）エネルギー政策の原則と改革の視点（P11～） 

 

①エネルギー政策の基本的視点の確認 
  

“３Ｅ＋Ｓ” 

 

   「安定供給（エネルギー安全保障）」 

 

   「コスト低減（効率性）」 

 

   「環境負荷低減」 

 

   「安全性」 

 

 

② “多層化・多様化した柔軟なエネルギー需給構造”の構築と政策の方向 

・各エネルギー源の強みが活き、弱みが補完される、強靭で、現実的かつ多層的な供給構造の実現 

・制度改革を通じ、多様な主体が参加し、多様な選択肢が用意される、より柔軟かつ効率的なエネル
ギー需給構造の創出 

・海外の情勢変化の影響を最小化するための国産エネルギー等の開発・導入の促進による自給率
の改善 
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＋ 

「国際的視点」 
・一国主義から脱却したエネルギー政策 
・海外事業の強化によるエネルギー産業
の国際化 

 
「経済成長」 
・立地競争力強化のためのエネルギー
需給構造の改革 
・経済成長の起爆剤となるエネルギー市
場の活性化 



２．エネルギー政策の新たな視点 

（２）各エネルギー源の位置付け（P14～） 

原発再稼働、再エネ導入の進捗の度合い等を見極めつつ、速やかに実現可能なエネルギーミックスを提示 
 

１）石油：    国内需要は減少傾向にあるものの、利用用途の広さ（発電、運輸燃料等）や利便性の高さ
（可搬性、インフラの充実等）から、今後とも活用していく重要なエネルギー源。 

 

２）天然ガス：  シェール革命により競争的に価格決定されること等を通じてガスシフトが進み、今後役割を
拡大していく重要なエネルギー源。 

 

３）石炭：    安定性・経済性に優れたベース電源であり、環境負荷を低減しつつ（高効率火力発電技術
の利用等）活用していくエネルギー源。 

 

４）LPガス：   シェール革命を受けて北米からの調達も始まり、温室効果ガス排出も比較的少なく、有事に
貢献できるクリーンなガス体のエネルギー源として活用。 

 

５）原子力：  原子力は、安定供給、コスト低減、温暖化対策の観点から、安全性の確保を大前提に引き
続き活用していく重要なベース電源。 

 

原発依存度については、省エネ・再エネ導入や火力発電効率化等により可能な限り低減。
その方針の下で、我が国のエネルギー制約を考慮し、安定供給、コスト低減、温暖化対策、
技術・人材維持等の観点から必要とされる規模を十分に見極めて、その規模を確保。 
 

安全性を全てに優先させ、国民の懸念の解消に全力を挙げる前提の下、原子力規制委員
会によって安全性が確認された原発は再稼働を推進。 

 

６）再エネ（太陽光、風力、地熱、水力、バイオマス・バイオ燃料） 

安定供給面、コスト面で様々な課題が存在するが、温室効果ガス排出のない有望な国産エ
ネルギー源。 3 



機密性○ 機密性○ ３．新たなエネルギー需給構造の実現に向けた取組（P21～） 
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（１）原子力政策の基本方針と政策の方向性（P21～） 
 

①福島の再生・復興に向けた取組 

・事故の発生を防げなかったことを真摯に反省し、福島の再生に全力を挙げる 

・廃炉・汚染水対策は前例のない困難な事業であり、我が国が前面に出る取組を一層強化し、国内外

の叡智を結集して予防的かつ重層的な取組を実施 

 

 

②不断の安全性向上と安定的な事業環境の確立 

・原子力の「安全神話」と決別し、世界最高水準の安全性を不断に追求 

・事業者は、リスクマネジメント体制を整備し客観的・定量的リスク評価を実施 

・国は、競争が進展した環境においても、円滑な廃炉、迅速な安全対策、安定供給などの課題に対応

できるよう、事業環境の在り方を検討 

・原子力損害賠償制度の見直しの検討を進め、ＣＳＣ締結に向け作業を加速化 

・原子力災害対策の強化に加え、関係自治体の避難計画の充実化を支援 

 

 

本エネルギー基本計画は、中長期（今後２０年程度）のエネルギー需給構造を視野に、電力システム改

革等が完了する２０１８年～２０２０年までを集中改革期間と位置づけて、政策の方向を明示するもの 

 



機密性○ 機密性○ ３．新たなエネルギー需給構造の実現に向けた取組 
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（１）原子力政策の基本方針と政策の方向性（続き・P２３～） 
 

③対策を将来へ先送りせず、着実に進める取組 

１）使用済燃料対策の抜本強化と総合的な推進 

・国が前面に立って、高レベル放射性廃棄物の最終処分に向けた取組を推進 

・将来世代が最良の処分方法を選択できるよう、可逆性・回収可能性を担保 

・直接処分など代替処分オプションに関する調査・研究を推進 

・処分場選定では国が科学的見地から説明、また、地域の合意形成の仕組みを整備 

・新たな中間貯蔵施設や乾式貯蔵施設等の建設・活用を促進、政府の取組を強化 

・放射性廃棄物の減容化・有害度低減のための技術開発を推進 
 

２）核燃料サイクル政策の着実な推進 

関係自治体や国際社会の理解を得つつ、核燃料サイクルを引き続き着実に推進 

国際公約に従って、プルトニウムを適切に管理・利用 

米仏等と国際協力を進め、高速炉等の研究開発を推進 

「もんじゅ」は過去の反省の下、研究開発計画に従い、成果のとりまとめ等を実施 
 

 

④国民、立地自治体、国際社会との信頼関係の構築 

・原発事故を踏まえ、科学的根拠や客観的事実に基づくきめ細やかな広聴・広報を実施 

・原発の稼動状況等も踏まえ、地域の実態に即した立地地域支援対策を推進 

・事故の教訓に基づき安全性を高めた原子力技術を提供し、世界の原子力安全に貢献するとともに、
原子力新規導入国の人材育成・制度整備支援等を拡充 

 



機密性○ 機密性○ 
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（２）生産（調達）／流通段階：資源確保の抜本強化・国内エネルギー供給網の強靭化 

   （P27～） 

 

①安定的な資源確保のための総合的政策の推進 

・資源国等との人材育成分野等を含む多面的資源外交の推進と、リスクマネー供給拡大などによる北

米、アフリカ等における上流進出・供給源多角化の推進 

・価格や権益獲得等で交渉力の強化を図る包括的な事業連携等の新しい共同調達を後押しすべく、ＪＯ

ＧＭＥＣによる出資や債務保証の優先枠を効果的に活用するとともに、仕向地条項の撤廃等を実現 

・北米からのＬＮＧ供給や仕向地条項の撤廃、アジアの消費国間の連携等を通じて、日本を中心とした

アジア太平洋地域大の安定的で柔軟なＬＮＧ需給構造を将来的に実現 

・将来の国産資源の商業化に向けて、メタンハイドレート、金属鉱物等海洋資源の開発を加速 

・鉱物資源の安定供給確保のため、リサイクルの推進や備蓄体制等を強化 

 

 

②国内エネルギー供給網の強靭化（石油・ＬＰガス・天然ガス・電力） 

・産油国・周辺国との連携も含めた石油・ＬＰガス備蓄体制・危機管理の強化 

・石油コンビナート・ＳＳ・ＬＰガス充填所の災害対応力強化や、関係省庁間の連携による緊急時対応制

度の整備・訓練体制の確立、重要需要家（病院等）による備蓄の充実 

・天然ガス基地・パイプラインや送電インフラ等のエネルギー供給基盤の充実 

・自治体との連携を含む地域政策として、過疎地のＳＳ等の燃料供給機能を維持 

 

３．新たなエネルギー需給構造の実現に向けた取組 



機密性○ 機密性○ 
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（３）生産（調達）／流通段階：需要家の選択肢を拡大し、市場の垣根を外していく 

  供給構造改革等の推進（P33～） 
 

①電力システム改革の断行 

・既に法定されたスケジュールに従い、広域系統運用の拡大、小売及び発電全面自由化、法的分離
による送配電部門の一層の中立化を断行し、需要者が様々なサービスを選択できる市場を実現 

・全面自由化の下でも、電力の安定を確保するため、系統運用者による調整電源の調達の枠組みや、
小売事業者に対する供給力確保義務、広域的運営推進機関による発電所建設者募集の仕組みを
導入 

 

 

②ガスシステム改革及び熱供給システム改革の実施 

・電力システム改革と相まって、小売の自由化範囲拡大、供給インフラのアクセス向上・整備促進や簡
易ガス事業制度の見直しなどガスシステム全体の改革を推進 

・地域等における熱電一体利用等による熱の一層の多様かつ有効な利用を推進するため、熱供給事
業のあり方を見直し 

 

 

③石油・ＬＰガス産業の市場構造・事業基盤の再構築 

・ガソリン等の需要の構造的な減少に対応するため、資本の壁を超えたコンビナート事業再編・設備
最適化、石油化学や電力等他事業分野への進出強化等による石油産業の経営基盤・競争力の強化 

・ＳＳやＬＰガス事業者の経営基盤・事業多様化や、公正・透明な取引構造の確立 

３．新たなエネルギー需給構造の実現に向けた取組 



機密性○ 機密性○ ３．新たなエネルギー需給構造の実現に向けた取組 
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（３）生産（調達）／流通段階：需要家の選択肢を拡大し、市場の垣根を外していく 

 供給構造改革等の推進（続き・P37～） 
 

 

④再生可能エネルギーの導入加速～中長期的な自立化を目指して～ 

・今後３年程度、最大限の導入を加速 

・風力・地熱の導入加速に対応するため、地域間連系線を含む送配電網の整備、広域的系統運用

の強化、環境アセスメント期間の短縮化等を推進 

・固定価格買取制度等について、コスト負担増や系統強化等の課題を含め諸外国の状況等も参考

に、その在り方を総合的に検討 

・着床式洋上風力の新たな価格区分設定の適否の検討を行うとともに、福島県沖で世界最大規模

の浮体式洋上風力の実証を進め、２０１８年頃までの商業化を進める 

 

 

⑤高効率石炭火力発電の有効活用の促進 

・環境アセスメント期間を短縮化するとともに、次世代高効率石炭火力発電技術（ＩＧＣＣ等）の開発・

実用化、二酸化炭素回収・貯留技術（ＣＣＳ）を推進 

 

 



機密性○ 機密性○ ３．新たなエネルギー需給構造の実現に向けた取組 
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（４）消費段階：需要家の選択肢の拡大を通じた、効率的な供給構造を生み出す 

  スマートで柔軟な消費活動の実現（P40～） 

①多様な選択肢から需要家が自由に選択することで供給構造に影響を与える消費活動の実現 

・ディマンドリスポンスの活用により定量的に需要を抑制できる仕組み等を確立するため、２０２０年
代早期にスマートメーターを全世帯・全事業所に導入 

 

 

②自動車等の様々な分野において需要家が多様なエネルギー源を選択できる環境整備の促進 

・電気等を動力源とする次世代自動車の新車販売台数を２０３０年に７割まで拡大するため、低コス
ト化、航続距離延長等の研究開発の加速と充電設備等インフラ整備を推進 

 

 

③各部門における省エネの強化 

・業務・家庭部門：業務・家庭部門の省エネ強化のため、２０２０年までに段階的に新築の建築物・住
宅への省エネ基準適合を義務化 

・運輸部門：交通流の円滑化により自動車の実効燃費等を改善するため、自動運転システムを可能
にする高度道路交通システム（ITS）の導入を推進 

・産業部門：世界最高水準のエネルギー効率を誇る産業部門を中心に、最先端省エネ設備への投
資を一層促進するため、生産プロセスを含む省エネ投資促進支援策を推進 

  



機密性○ 機密性○ ３．新たなエネルギー需給構造の実現に向けた取組 
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（５）市場の統合を通じた総合エネルギー企業等の創出による経済成長への貢献（P44～） 
 

①電力システム改革等の制度改革を起爆剤とするエネルギー産業構造の大転換 

・２０２０年までの電力・ガスシステム改革等により、相互市場参入や異業種からの参入を促進するこ
とで、産業構造を変革し、エネルギー市場を活性化 
 

②総合的なエネルギー供給サービスを行う企業等の創出 

・新たな競争環境の整備による、経営基盤の強化された総合エネルギー企業の創出 

・スマコミを全国に普及するため、地域実証事業で確立されつつある通信インターフェース等の基盤技
術やノウハウの普及、セキュリティ等の他のサービスとの融合等を推進 
 

③技術革新によるエネルギー分野における新市場の創出 

・異分野の技術革新を取り込み、エネルギー分野の新市場を創出 

 
（６）流通／消費段階：安定供給と地球温暖化対策に貢献する二次エネルギー構造への 

  変革：電気の更なる有効活用と“水素社会”の実現（P46～）  
・コジェネの利用拡大のための導入支援や、コジェネ発電による電気の取引円滑化等の検討 
 

・２０１５年から商業販売が始まる燃料電池自動車の導入を推進するため、規制見直し等によって同
年内に水素ステーション１００ヶ所整備の目標を達成するとともに、低コスト化のための技術開発等に
よりステーションの整備を促進 

 

・家庭用の定置用燃料電池（エネファーム）を２０３０年に５３０万台導入することを目指し、市場自立化
に向けた導入支援や技術開発・標準化を通じたコスト低減を促進 

 

・“水素社会”の実現に向けたロードマップを本年度中を目途に策定し、その実行を担う産官学からな
る協議会を早期に立ち上げ 
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 （７）総合的なエネルギー国際戦略の展開（P49～） 
 

 ①需給構造安定化のためのエネルギー国際協力体制の拡大・深化 

・ＩＥＡ、ＩＡＥＡ等の多国間エネルギー協力を強化するとともに、特にアジア・太平洋地域において、
ＥＲＩＡを中核機関としつつ、ＥＡＳを域内のエネルギー安全保障を確保する枠組みとして活用 

・二国間エネルギー協力を強化し、特に日米については、クリーンエネルギー・原子力に加え、ＬＮ
Ｇ活用を含めたなど総合的な協力関係への拡大を目指す 

 

 ②エネルギー産業の国際展開の強化 

・多国間・二国間のエネルギー協力関係の拡大（日米のエネルギー協力を、原子力・クリーンエネ
ルギーからＬＮＧ活用まで拡大等） 

・高効率火力発電、原子力、再エネ・省エネ技術等のインフラ輸出を官民の力を結集しつつ促進 
 

  
（８）短中長期それぞれの目標を達成するための戦略的技術開発の推進（P53～） 

 

・技術開発ロードマップを来年夏までに策定 

・蓄電池・燃料電池の低コスト化、石炭・ＬＮＧ火力発電等の高効率化、核燃料廃棄物減容化・有害
度低減技術など革新的技術開発の加速 

  
 
（９）国民各層とのコミュニケーションとエネルギーに関する理解の深化（P55～） 
①エネルギーに関する国民各層の理解の増進 

②双方向的なコミュニケ－ションの充実 



 

 

 

 

エネルギー基本計画に対する意見（案） 
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はじめに 

 

２０１１年３月１１日に発生した東日本大震災と東京電力福島第一原子力発

電所事故は、我が国の社会に対して甚大な被害を与えた。発生から２年半以上

が経過する現在も１４万人以上（２０１３年１２月６日現在）の人々が困難な

避難生活を強いられており、除染作業は難航し、福島復興に向けた取組は始ま

ったばかりである。また、汚染水の漏洩等、東京電力福島第一原子力発電所で

のトラブルは内外に様々な懸念を生じさせている。 

政府及び原子力事業者は、いわゆる「安全神話」に陥り十分なシビア・アク

シデント対策を講じることができず、このような深刻な事態を防ぐことができ

なかったことを深く反省しなければならない。このような事態を二度と起こさ

ないようにするため、事故原因を徹底的に究明し、安全性向上のための努力を

不断に講じなくてはならない。 

また、政府の最優先課題として、福島の再生・復興に全力で取り組んでいか

なければならない。廃炉・汚染水対策、原子力賠償、除染・中間貯蔵事業が迅

速かつ円滑に行われるよう、福島の再生・復興加速化のため国が前面に出るこ

ととし、果たすべき役割を果たしていく。廃炉・汚染水対策は長期にわたる取

組が必要であるが、福島再生のためにも全力で取り組まなければならない課題

である。その際、事業者任せにするのではなく、司令塔としての機能など国が

前面に出る取組を一層強化し、国と東京電力の責任の所在を明確化するべく検

討する。 

 

東京電力福島第一原子力発電所事故の発生を深く反省し、最優先課題として

福島の再生・復興に全力で取り組んでいくことが、エネルギー政策を再構築す

ることの出発点となる。 

その上で、我が国がおかれているエネルギーをめぐる数々の課題を直視し、

中長期的に責任あるエネルギー政策を講じなくてはならない。 

 

本報告は、エネルギー基本計画について、２０１３年３月１５日からの計１

５回（２０１３年１２月６日現在）の議論を基に、本分科会がとりまとめたエ

ネルギー基本計画に対する意見（案）である。 

政府に対しては、エネルギー政策基本法第十二条第三項の規定に基づき、本

意見を基にして、新たなエネルギー基本計画を決定することを強く求めるとこ

ろである。 
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第１章 我が国のエネルギー需給構造が抱える課題 

 

第１節 我が国が抱える構造的課題 

 

１．海外の資源に大きく依存することによるエネルギー供給体制の根本的な脆

弱性 

 

我が国は、国民生活や産業活動の高度化、産業構造のサービス化を進めてい

く中で、１９７３年の第一次石油ショック後も様々な省エネルギーの努力など

を通じてエネルギー消費の抑制を図り、１９７３年に比べて最終エネルギー消

費を２０１２年に１．３倍の増加に留めた。 

我が国は資源に乏しく、ほとんどのエネルギー源を海外からの輸入に頼って

いるため、海外においてエネルギー供給上の何らかの問題が発生した場合、我

が国が自律的に資源を確保することが難しいという根本的な脆弱性を有してい

る。 

こうした脆弱性は、エネルギー消費を抑制するだけで解決されるものではな

いことから、我が国は中核的エネルギー源である石油の代替を進め、リスクを

分散するとともに、国産エネルギー源を確保すべく努力を重ねてきた。 

その結果、２０１０年において、エネルギー自給率は１９．９％にまで改善

されたが、なお、根本的な脆弱性を抱えた構造となっている。 

 

２．人口減少、技術革新等による中長期的なエネルギー需要構造の変化 

 

 我が国の人口は減少に向かい、２０５０年には９，７０７万人になると予想

されている（社会保障・人口問題研究所）。こうした人口要因は、エネルギー需

要を低減させる方向に働くことになる。 

例えば、自動車の燃費や、家電の省エネ水準が向上しているほか、製造業の

エネルギー原単位も減少傾向にあるなど、我が国の産業界の努力により、着実

に省エネルギー化が進んでいる。  

また、電気や水素などを動力源とする次世代自動車や、ガス等を効率的に利

用するコージェネレーションの導入などによるエネルギー源の利用用途の拡大

なども需要構造に大きな変化をもたらすようになっている。 

こうした人口減少や技術革新等を背景とした我が国のエネルギー需要構造の

変化は、今後とも続くものと見込まれ、このような変化にどう対応していくか

が課題となっている。 

 

３．新興国のエネルギー需要拡大等による資源価格の不安定化 
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世界に目を転じると、エネルギーの需要の中心は、先進国から新興国に移っ

てきている。世界のエネルギー需要は、２０３０年には２０１０年の１．３倍

に増加すると見込まれているが、需要増加の９割は非ＯＥＣＤ諸国のエネルギ

ー需要の増加によるものである。 

エネルギー需要を拡大する中国やインドといった国々は、国営企業による資

源開発・調達を積極化させており、新興国の企業群も交えて激しい資源の争奪

戦が世界各地で繰り広げられるようになっている。 

こうした資源獲得競争の激化や地域における紛争、さらには経済状況の変化

による需要動向の変動が、これまで以上に資源価格の乱高下を発生させやすい

状況を生み出している。中国の海外からの原油調達が急増し始める２００４年

以降、３０ドル/バレル前後であった原油価格（ＷＴＩ）は２００８年夏には瞬

間的に１４７ドル/バレルを超えるまでに急騰した。その直後に発生したリーマ

ン・ブラザーズの破綻をきっかけに深刻化した金融危機により、欧米を中心に

需要見通しが大きく落ち込んだ結果、原油価格は４０ドル/バレルを割り込むま

でに落ち込んだが、現在は再び上昇し、１００ドル/バレルを超える水準となっ

ている。今後も、中東地域における政治・社会情勢や欧米、中国等の経済状況

によって、原油価格に大きな変動が生じる状況が続いていくものと考えられる。 

 

４．世界の温室効果ガス排出量の増大 

 

新興国の旺盛なエネルギー需要は、温室効果ガスの排出状況の様相も一変さ

せるに至っている。世界の二酸化炭素排出量は、約２２７億トン（１９９７年）

から約３００億トン（２０１０年）に増加した。 

現在、新興国が二酸化炭素排出量増加の大宗を占めており、世界全体の排出

量全体に占める先進国（米・ＥＵ・日）の排出量の割合は、約５割から約３割

に低下し、先進国と新興国の排出量の割合が逆転した。 

国際エネルギー機関（ＩＥＡ）によれば、世界全体のエネルギー起源二酸化

炭素の排出量は、２０３５年までに、さらに２０％増加すると予測されており、

もはや、一国主義的な考え方に基づいて、先進国を中心にエネルギー需要や利

用の在り方を工夫するだけでは、地球温暖化問題に対処することはできない状

況となっている。 

 

第２節 東京電力福島第一原子力発電所事故及びその前後から顕在化してきた

課題 

 

１．東京電力福島第一原子力発電所事故による深刻な被害と原子力発電の安全

性に対する懸念 
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東日本大震災とそれによる巨大津波は、被災地域に甚大な損害をもたらすと

ともに、全電源を喪失して原子炉冷却機能を失った東京電力福島第一原子力発

電所の深刻な事故を引き起こし、周辺地域の住民が避難生活を余儀なくされる

事態となり、未だに１４万人以上（２０１３年１２月６日現在）の避難住民が

帰還できない状況が続いている。 

東京電力福島第一原子力発電所の廃炉に向けては、長い時間をかけた取組が

必要であるが、福島再生に向けて、汚染水処理対策、燃料デブリの取り出しな

ど、多くの困難が伴う取組を少しでも早く進めていかなければならない。 

東京電力福島第一原子力発電所の事故は、エネルギー分野におけるシビア・

アクシデントへの対応策が欠如していたことを露呈した。いわゆる「安全神話」

に陥ってしまったことや、被災者の皆様を始めとする国民の皆様に多大なご苦

労をおかけしていることを、政府及び事業者は深く反省しなければならない。 

事故の結果、原子力発電所の安全性に対して、国民から重大な懸念が示され、

原子力発電所は全国で次々と停止されることとなった。 

 

２．化石燃料への依存の増大とそれによる国富流出、供給不安の拡大 

 

原子力発電所が停止した結果、２０１２年時点におけるエネルギー自給率は

６．０％まで落ち込み、国際的に見ても自給率の非常に低い脆弱なエネルギー

供給構造を抱える状況となっている。原子力を代替するために石油、天然ガス

の海外からの輸入が拡大することとなり、電源として化石燃料に依存する割合

が震災前の６割から９割に急増した。日本の貿易収支は、化石燃料の輸入増加

の影響等から、２０１１年に３１年ぶりに赤字に転落し、エネルギー分野に留

まらず、マクロ経済上の問題となっている。 

現在、原子力発電の停止分の発電電力量を火力発電の焚き増しにより代替し

ていると推計すると、２０１３年度に海外に流出する輸入燃料費は、２０１０

年度と比べ、約３．６兆円増加すると試算される。 

海外からの化石燃料への依存の増大は、資源供給国の偏りというもう一つの

問題も深刻化させている。現在、原油の８３％、ＬＮＧの２９％を中東地域に

依存しており（２０１２年）、中東地域が不安定化すると、日本のエネルギー供

給構造は直接かつ甚大な影響を受ける可能性がある。 

石油の場合、第一次石油ショック後から整備してきた備蓄制度によって、需

要の１８９日分（２０１３年９月末時点）の備蓄が確保されており、供給途絶

に至る事態が発生した場合でも、輸入が再開されるまでの国内供給を支えるこ

とが可能である。他方、発電用燃料として急速に利用が拡大している天然ガス

については、主要な供給地において供給途絶に至るような事態が発生した場合

には、電力供給体制に深刻な影響を及ぼす可能性があり、そうした事態に陥ら
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ないよう、北米からのＬＮＧ供給を含む供給源の更なる多角化を迅速に進める

必要に迫られている。 

 

３．電源構成の変化による電気料金上昇とエネルギーコストの国際的地域間格

差によるマクロ経済・産業への影響 

 

（１）電気料金の上昇とその影響 

６電力会社が既に規制部門の電気料金について６．２～９．８％の値上げな

どの改定を行っているが、実際には、高騰する燃料価格等により、全国で標準

世帯のモデル料金が２割程度上昇している。 

さらに、２０１２年７月から始まった固定価格買取制度により、再生可能エ

ネルギー供給のための設備投資が加速し始め、非住宅向け太陽光を中心とした

導入が急増している。２０１３年７月末までに設備認定を受けた発電容量の１

７％程度が運転を開始したが、電気利用者への負担は、太陽光発電の余剰電力

買取制度によるものも含めると、現在、賦課金は３，５００億円で、電気料金

は kWh当たり０．４０円増加し、標準家庭モデルで月に１２０円ほどの電気料

金上昇の要因となっている。固定価格買取制度に基づいて導入される再生可能

エネルギーは、今後増加していくと考えられ、電気料金の上昇要因となってい

くと考えられる。 

電気料金の上昇は、電力多消費型産業を中心に、企業収益を圧迫し、雇用状

況などに悪影響が生じ始めている。 

 マクロ経済に対する影響について、２０１１年１２月に内閣府が「日本経済

２０１１－２０１２」の中で、原子力発電を火力発電ですべて置き換えた場合、

電力業に生じる生産性が１０％程度低下すると見込まれる（すなわち発電コス

トが上昇する）ことから、実質ＧＤＰは０．３９～０．６０％程度減少すると

いう試算を示しており、エネルギー構造の変化が経済成長にも悪影響を及ぼす

ことが懸念されている。 

 

（２）エネルギーコストの国際的地域間格差の拡大とその影響 

北米で始まったシェール革命は、天然ガスを始めとして国際的な地域間にお

けるエネルギー価格に大きな格差を生じさせはじめており、このことが、各国

の産業構造に対して大きな影響を与える可能性がある。 

ＩＥＡの World Energy Outlook 2013 では、米国内の天然ガス価格は欧州の

３分の１、日本の５分の１となっており（２０１３年１０月時点）、この地域間

のエネルギー価格差が継続した場合、世界で産業部門のエネルギー使用量の７

割を占めるエネルギー集約型産業（化学、アルミ、セメント、鉄鋼、製紙、ガ

ラス、石油精製）については、日、米、ＥＵを比べた場合、米国のみが拡大し、

日、ＥＵ合わせて現在の輸出シェアの３分の１を失うとの試算を示している。
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このように、エネルギーコストの国際的な地域間格差が、エネルギー分野に留

まらず、石油化学産業等も含め、産業の活動に大きな変化をもたらし、経済成

長や産業構造に大きな影響を与える可能性がある。 

 

４．我が国の温室効果ガス排出量の急増 

 

化石燃料依存の増大は、コスト面だけでなく、地球温暖化問題への対応につ

いても困難をもたらしている。現在、エネルギー起源の温室効果ガスの排出は、

発電部門を中心に増加に転じている。２０１０年度の二酸化炭素排出量と比べ

て、２０１２年度の一般電気事業者以外の排出量が２９百万トン減少している

にも関わらず、一般電気事業者の排出量が１１２百万トン増加した結果、全体

として二酸化炭素排出量は８３百万トンの大幅な増加となった。 

 

５．東西間の電力融通、緊急時供給など、供給体制に関する欠陥の露呈 

 

（１）電力供給体制における問題 

 東日本大震災では、太平洋側の多くの発電所が停止し、広域的な系統運用が

十分にできなかったことから、不足する電力供給を手当てすることができず、

東京電力・東北電力管内において計画停電を実施することとなった。 

２０１１年７月から９月には、電力供給不足による停電を避けるため、電気

事業法第二十七条に基づく電気の使用制限が行なわれた。２０１２年、２０１

３年には節電要請などの電力需給対策が講じられた結果、電力の需給バランス

は維持されたが、老朽火力発電所を含め、火力発電をフル稼働させることで補

っている状況にあり、発電施設の故障などによる電力供給不足に陥る懸念が依

然として残っている。 

こうした状況に対応するためには、電力需給バランスに比較的余裕のある地

域から電力不足が懸念される他の地域に電力を融通するなどの柔軟な対応が必

要となるが、我が国では東西間等の地域間連系線の容量が不足し、広域運用の

仕組みも不十分である。さらに、電気料金・サービスに関するメニューも多様

性を欠き、需要家側の柔軟な取組を供給構造にうまく取り込めないという供給

体制の柔軟性の欠如が浮き彫りとなっている。 

こうしたエネルギー供給の不安定性に対して、地域の特徴も加味して、様々

なエネルギー源を組み合わせて最適に活用することで対応力を強化する分散型

エネルギーシステムの有効性が改めて指摘されている。 

 

（２）石油・都市ガス供給体制における問題 

東日本大震災の経験は、危機時における石油・都市ガスの緊急供給体制の在

り方についても多くの課題が存在することを明らかにした。 
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都市ガスについては、被災地の仙台においてＬＮＧ基地やガス供給網の損壊

により供給が滞ったが、新潟から仙台につながるガスパイプラインを活用した

日本海側からの都市ガス供給施設の存在がバックアップ的機能を果たした。今

後、利用の増加が見込まれる天然ガスについては、パイプラインを含めて安定

供給を確保する観点からの検討が必要である。 

供給障害に陥った電力や都市ガスを補完したのが、石油とＬＰガスであった。

被災地から政府が受け付けた緊急物資供給要請の約３割は石油製品（ガソリン  

・軽油・灯油等）であり、石油精製元売各社は系列を超えて共同で危機に対応

し、危機に強いエネルギーとして石油の重要性が再確認された。しかし、地震

や津波により複数の製油所が操業を停止し（うち３つの製油所は長期の操業停

止）、道路・港湾等の物流インフラが地震・津波の影響で寸断され、輸送手段（タ

ンクローリー・タンカー）や物流基地（油槽所）も被災するような事態を想定

していなかったこと、石油供給支援にかかる関係省庁間での協力準備が不十分

であったこと、石油精製元売各社が系列を超えて共同で危機に対応することに

不慣れであったことなど、被災地への円滑な石油供給に大きな課題が存在する

ことが確認された。 

 

６．エネルギーに関わる行政、事業者に対する信頼の低下 

 

東京電力福島第一原子力発電所事故以前から、事故情報の隠蔽問題や、もん

じゅのトラブル、六ヶ所再処理工場の度重なる操業遅延、高レベル放射性廃棄

物の最終処分地の選定の遅れ等、原子力政策をめぐる多くのトラブルやスケジ

ュールの遅延が国民の不信を招いてきた。 

さらに、東京電力福島第一原子力発電所事故とその後の対応を進める中で、

行政と事業者は、情報共有の在り方、地元とのコミュニケーションに関する問

題意識の不足など多くの批判を受け、国民からの信頼を著しく低下させる事態

を招いた。 

 

７．需要動向の変化－コージェネレーションの導入増や節電行動の変化 

 

東日本大震災後、我が国の最終エネルギー消費は、２０１０年から２０１２

年にかけて４．２％減少したが、そのうち電力消費については、８．０％の減

少となり、エネルギー全体の消費減少を上回る減少幅となった。 

一方、コージェネレーションの発電容量は、２０１０年に比べて、２０１２

年は２．７％増となり、電気料金上昇の影響が、産業・業務部門におけるコー

ジェネレーションの増加という形で、エネルギー利用の在り方に変化をもたら

している可能性が示されている。 

また、一般家庭においても電気料金の負担感が徐々に増してきている状況に
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あり、家庭における節電行動の動機は、電力供給不足への協力という動機から、

電気料金上昇の家計への影響を緩和するためのものへと変化し始めている。 

幅広い住民の参加を得た、時間帯ごとの電気料金の価格差に大きな差をつけ

るＣＰＰ（Critical Peak Pricing）の実証事業では、電気料金を３～１０倍に

引き上げる場合、電力使用のピークを２０％程度抑制する効果が確認されてい

る。現在のようにエネルギー価格が全体的に上昇圧力を受けている状況では、

需要側に働きかける手法は、大きな効果が得られる可能性がある。 

 

８．中東・北アフリカ地域の不安定化等資源供給地域の地政学的構造変化 

 

東日本大震災を契機とした国内の大きな環境変化とともに、前回エネルギー

基本計画（２０１０年６月）以降、国際的な地政学構造も大きな変化が現れて

いる。 

我が国が化石燃料、特に石油を依存している中東地域では、２０１０年１２

月に発生したチュニジアのジャスミン革命が、ヨルダン、エジプト、バーレー

ンなどへと飛び火し、いわゆる“アラブの春”が中東・北アフリカ地域に拡が

った。この結果、こうした地域全体の政治・社会構造が不安定化し、原油の供

給不足発生への不安から原油市場も不安定化することとなった。このような状

況は、エジプトの情勢不安、シリアの内戦化など、現在も継続しており、当該

地域の安定化に向けた道筋は、未だはっきりとは見えていない。 

また、イランの核開発疑惑は、地域の緊張を高めた。イランに新政権が発足

し、関係国との対話が進んでいることが今後どのような影響を及ぼしてくるの

かなどを含めて、ホルムズ海峡の安定性について、引き続き注視しなければな

らない状況になっている。 

さらに、中長期的には、次に述べるシェール革命による米国のエネルギー分

野における自立化が、米国による中東情勢への関与を弱めさせ、結果として中

東情勢をより不安定化させる可能性についても、エネルギー安全保障の観点か

ら考慮することが重要である。 

日本のシーレーン全体に視野を拡大すると、領土・領海をめぐる緊張関係が

見られるとともに、東西の海を結ぶ物流のチョークポイントであるマラッカ海

峡を中心に、東南アジアでは海賊事件の発生件数は近年増加傾向にあり、我が

国が直接関わるエネルギー供給ネットワークをめぐる状況は不安定性を増して

きている。 

 

９．北米におけるシェール革命の進展による国際エネルギー需給構造の変化の

兆し 

 

シェール層に含まれる非在来型の天然ガス・原油の開発が北米大陸で始まっ
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たことが、世界の化石燃料供給構造が大きく変化する可能性があることを明ら

かにしつつある。 

米国におけるシェールガスの開発は、２００６年以降急激に増加している。

このため、リーマンショックによる金融危機で天然ガス価格が急激に下落した

後、２０１０年から国際的には天然ガス価格が再び上昇傾向に転じたのに対し、

米国では、天然ガス価格が低位なまま推移し、原油と連動して価格が決まる国

際ガス価格市場とは異なる天然ガス市場が成立している。 

シェールオイルについても、２０１０年から２０１２年にかけてシェールオ

イルの生産量は２倍以上増加して、米国の原油生産量は世界有数の規模となり、

今後、石油についても米国が北米大陸の外に依存する割合を低下させていく可

能性が開けている。 

シェール革命の果実を得た米国は、天然ガス輸出国になることが見込まれる

ほか、電源を石炭から天然ガスにシフトする動きを加速している。これにより

米国から欧州への石炭の輸出が拡大しており、欧州では石炭火力発電への依存

が深まりつつある。 

北米大陸の国際エネルギー供給構造からの自立化の動きは、隣接する南米大

陸における非在来型を含む石油・ガスの開発も促していく可能性が高く、西半

球が中東地域を中心とした化石燃料の供給体制から自立していく方向に進んで

いくと見込まれる。この結果、中東地域はエネルギー需要が増大するアジア地

域への供給を拡大し、既に中東地域に石油供給を大きく依存するアジアが、中

東地域への依存を更に深めていく可能性がある。 

 

１０．新興国を中心とした世界的な原子力の導入拡大 

 

急激なエネルギー需要の伸びと、中東・北アフリカ地域の不安定化は、中東

の化石燃料への依存を深めているアジアを中心とした地域で、エネルギー安全

保障の観点から、化石燃料を補完する有力エネルギー源として原子力の利用を

拡大しようとする動きを加速させる方向に作用している。 

新興国における原子力の導入は、今後拡大していく可能性が高く、日本の近

隣諸国でも原子力発電所の多数の新増設計画が進められている。 

一方、原子力の平和・安全利用、不拡散問題、核セキュリティへの対応は、

エネルギー需給構造の安定化だけでなく、世界の安全保障の観点から、引き続

き重要な課題である。新たに原子力を利活用する国が増大していくことが見込

まれる中、原子力の国際的な利活用を管理してきた国際原子力機関（ＩＡＥＡ）

等の国際機関や原子力利用の主要国の役割は、今後さらに重要性を増していく

ことになり、原子力をめぐる議論は、一国に閉じた議論では十分に対応できる

ものではなくなり、より国際的な観点で取組を進めていかなければならない課

題となっている。  
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第２章 エネルギー政策の新たな視点 

 

第１節 エネルギー政策の原則と改革の視点 

 

１．エネルギー政策の基本的視点（３Ｅ＋Ｓ）の確認 

 

（１）エネルギー政策の基本的視点（３Ｅ＋Ｓ） 

エネルギーは人間のあらゆる活動を支える基盤である。 

安定的で社会の負担の少ないエネルギー供給体制の実現は、我が国が更なる

発展を遂げていくための前提条件である。 

しかしながら、第１章で述べたとおり、我が国のエネルギー需給構造は脆弱

性を抱えており、特に、東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故

後に直面している課題を克服していくためには、エネルギー需給構造の改革を

大胆に進めていくことが不可避となっている。 

エネルギー政策の推進に当たっては、生産・調達から流通、消費までのエネ

ルギーのサプライチェーン全体を俯瞰し、基本的な視点を明確にして中長期に

取り組んでいくことが重要である。 

エネルギー政策の要諦は、安全性（Safety）を前提とした上で、エネルギー

の安定供給（Energy Security）を第一とし、最小の経済負担（Economic 

Efficiency）で実現することである。あわせて、エネルギー供給に伴って発生

する環境負荷（Environment）を可能な限り抑制するよう、最大限の取組を行う

ことが重要である。 

 

（２）国際的な視点の重要性 

現在直面しているエネルギーをめぐる環境変化の影響は、我が国の国内に閉

じたものではなく、新たな世界的潮流として多くの国に及んできている。エネ

ルギー分野においては、直面する課題に対して、一国だけの対応では十分な解

決策が得られない場合が増えている時代となってきている。 

例えば、資源調達においては、各国、各企業がライバルとして競争を繰り広

げる一方、資源供給国に対して消費国が連携することにより取引条件を改善し

ていくなど、競争と協調を複雑に組み合わせた関係の中で、資源取引を一層合

理的なものとすることができる。 

また、エネルギーに関わる様々な課題、例えば、原子力の平和・安全利用や

地球温暖化対策、安定的なエネルギー供給体制の確保などは、関係する国々が

協力をしなければ、本来の目的を達成することはできず、国際的な視点に基づ

いて取り組んでいかなければならないものとなっている。 

エネルギー政策は、一国主義から脱却し、こうした国際的な動きを的確に捉

えたものでなければならない。 
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こうした国際的視点が一層必要となりつつあることは、エネルギー産業も同

様である。 

海外資源への高い依存度という我が国のエネルギー供給構造や、今後、国内

エネルギー需要が弱含んでいくことを踏まえれば、エネルギー産業が我が国の

エネルギー供給の安定化に貢献しつつ、経営基盤を強化してさらに発展してい

くために、自ら積極的に国際化を進め、海外事業を強化し、海外の需要を自ら

の市場として積極的に取り込んでいくことが求められる。 

 

（３）経済成長の視点の重要性 

エネルギーは、産業活動の基盤を支えるものであり、特に、その供給安定性

とコストは、事業活動に加えて企業立地などの事業戦略にも大きな影響を与え

るものである。 

基本的視点で示されるとおり、エネルギーの安定供給を最小の経済負担で実

現していくことは、我が国が更なる経済成長を実現していく上での前提条件と

なる。 

「日本再興戦略」の中では、日本の立地競争力を強化するためにエネルギー

分野における改革を進め、電力・エネルギー制約の克服とコスト低減が同時に

実現されるエネルギー需給構造の構築を推進していくことが強く求められてい

る。 

また、エネルギー需給構造の改革は、エネルギー分野に新たな事業者の参入

を様々な形で促すこととなり、この結果、より総合的で効率的なエネルギー供

給を行う事業者の出現や、エネルギー以外の市場と融合した新市場を創出する

可能性がある。 

さらに、こうした改革は、我が国のエネルギー産業が競争力を強化し、国際

市場で存在感を高めていく契機となり、我が国が資源を海外から輸入する一方、

エネルギー関連企業が付加価値の高いエネルギー関連機器やサービスを輸出す

ることで、貿易収支を改善することに寄与していくことも期待される。 

したがって、エネルギー政策を検討していくに当たっては、経済成長に貢献

していくことも重要な視点とすべきである。 

 

２．“多層化・多様化した柔軟なエネルギー需給構造”の構築と政策の方向 

 

国内資源の限られた我が国が、エネルギー需給において、平時において安定

性と効率性を確保しつつ、危機時に特定のエネルギー源の供給に支障が発生し

ても、その他のエネルギー源を円滑かつ適切にバックアップとして利用できる

ようにするためには、“多層化・多様化した柔軟なエネルギー需給構造”の実現

を目指していくことが必要である。 

 このようなエネルギー需給構造の構築に向けて、以下の方向性を踏まえて政
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策を展開していく。 

 

（１）各エネルギー源が多層的に供給体制を形成する供給構造の実現 

各エネルギー源は、それぞれサプライチェーン上の強みと弱みを持っており、

安定的かつ効率的なエネルギー需給構造を一手に支えられるような単独のエネ

ルギー源は存在しない。 

危機時であっても安定供給が確保される需給構造を実現するためには、エネ

ルギー源ごとの強みが最大限に発揮され、弱みが他のエネルギー源によって適

切に補完されるような組み合わせを持つ、多層的な供給構造を実現することが

必要である。 

 

（２）エネルギー供給構造の強靭化の推進 

多層的に構成されたエネルギーの供給体制が、平時のみならず、危機時にあ

っても適切に機能し、エネルギーの安定供給を確保できる強靱性（レジリエン

ス）を保持することは、エネルギーの安定供給を真に保証する上での重要な課

題の一つである。 

そのため、エネルギー・サプライチェーン全体を俯瞰して、供給体制の綻び

を最小化し、早期の供給回復を実現すべく、問題点の把握を注意深く継続し、

必要な対策を迅速に取り組むことが必要である。 

 

（３）構造改革の推進によるエネルギー供給構造への多様な主体の参加 

電力・ガスシステム改革等を通じて、産業ごとに存在していたエネルギー市

場の垣根を取り払うことで、既存のエネルギー事業者の相互参入や異業種から

の新規参入、さらに地域単位でエネルギー需給管理サービスを行う地方自治体

や非営利法人等がエネルギー供給構造に自由に参加することが期待される。 

こうした多様な主体が、様々なエネルギー源を供給することができるように

なることで、エネルギー市場における競争が活性化し、エネルギー産業の効率

化が促進されていくことになる。 

 

（４）需要家に対する多様な選択肢の提供による、需要サイドが主導するエネ

ルギー需給構造の実現 

需要家に対して多様な選択肢が提供されるとともに、需要家が、分散型エネ

ルギーシステムなどを通じて自ら供給に参加できるようになることは、エネル

ギー需給構造に柔軟性を与えることにつながる。 

需要家が多様な選択肢から自由にエネルギー源を選ぶことができれば、需要

動向が供給構造におけるエネルギー源の構成割合や供給規模に対して影響を及

ぼし、供給構造をより効率化することが期待される。 

供給構造の構成が、需要動向の変化に対して柔軟に対応するならば、多層的
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に構成された供給構造の安定性がより効果的に発揮されることにもつながる。 

 

（５）海外の情勢変化の影響を最小化するための国産エネルギー等の開発・導

入の促進による自給率の改善 

我が国は、海外からの資源に対する依存度が高いことから、資源調達におけ

る交渉力の限界等の課題や、資源調達国やシーレーンにおける情勢変化の影響

による、供給不安に直面するリスクを常に抱えている。 

こうした課題を克服するためには、我が国が国産エネルギーとして活用して

いくことができる再生可能エネルギー、原子力、さらにメタンハイドレートな

どの海洋に眠る国産資源などを戦略的に活用していくための中長期的な取組を

継続し、自給率の改善を実現する政策体系を整備していくことが重要である。 

 

（６）全世界で温室効果ガスの排出削減を実現するための地球温暖化対策への

貢献 

我が国は、他国に先駆け、エネルギー効率の改善等を通じて地球温暖化問題

に積極的に取り組んできた。省エネルギーや環境負荷のより低いエネルギー源

の利用用途の拡大等の技術やノウハウの蓄積が進んでいることから、今後は、

日本国内の状況改善のみならず、世界全体の温室効果ガス排出削減への貢献を

進めていくことが重要である。 

 

第２節 各エネルギー源の位置付けと政策の時間軸 

 

１．一次エネルギー構造における各エネルギー源の位置付けと政策の基本的な

方向 

 

我が国が、安定したエネルギー需給構造を確立するためには、エネルギー源

ごとにサプライチェーン上の特徴を把握し、状況に応じて、各エネルギー源の

強みが発揮され、弱みが補完されるよう、各エネルギー源の需給構造における

位置付けを明確化し、政策的対応の方向を示すことが重要である。 

“多層化・多様化した柔軟なエネルギー需給構造”における各エネルギー源

の位置付けと政策の方向性について、以下のように整理する。 

 

（１）石油 

①位置付け 

国内需要は減少傾向にあるものの、現在、一次エネルギーの４割を占めてお

り、幅広い燃料用途（運輸・民生・ピーク電源等）や素材用途（化学）がある

という利点を持っている。特に運輸部門の依存は極めて大きく、調達に係る地

政学的リスクは最も大きいものの、可搬性が高く、全国供給網も整い、備蓄も
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豊富なことから、今後とも活用していく重要なエネルギー源である。 

 

②政策の方向性 

供給源多角化、産油国協力、備蓄等の危機管理の強化や、原油の有効利用、

運輸用燃料の多様化、調整電源としての石油火力の活用等を進めることが不可

欠である。また、災害時には、エネルギー供給の「最後の砦」になるため、供

給網の一層の強靭化を推進することに加え、内需減少とアジア全域での供給増

強が同時に進む中、平時を含めた全国供給網を維持するため、石油産業の経営

基盤の強化に向けた取組などが必要である。 

 

（２）天然ガス 

①位置付け 

現在、電源の４割超を占め、熱源としての効率性が高いことから、利用が拡

大している。海外からパイプラインを通じた輸入はないが、石油と比べて地政

学的リスクも相対的に低く、化石燃料の中で温室効果ガスの排出も最も少ない。

水素社会の基盤の一つとなっていく可能性もある。今後、シェール革命により

競争的に価格が決定されるようになっていくことなどを通じて、各分野におけ

る天然ガスシフトが進行する見通しであることから、その役割を拡大していく

重要なエネルギー源である。 

 

②政策の方向性 

 我が国は、国際的には高い価格でＬＮＧを調達しており、電源としての過度

な依存を低減しつつ、供給源多角化などを進めてコストの低減を進めることが

重要である。また、利用形態の多様化の促進とあわせ、有事における強靭性の

向上などの体制整備を進める必要がある。 

 

（３）石炭 

①位置付け 

 温室効果ガスの排出量が大きいという問題があるが、地政学的リスクが化石

燃料の中で最も低く、熱量当たりの単価も化石燃料の中で最も安いことから、

優れたベース電源の燃料として重要性が再評価されており、環境負荷を低減（高

効率火力発電技術の利用等）しつつ活用していくエネルギー源である。 

 

②政策の方向性 

老朽火力発電所のリプレースや新増設による利用可能な最新技術の導入を促

進することに加え、発電効率を大きく向上することで発電量あたりの温室効果

ガス排出量を抜本的に下げるための技術等の開発をさらに進める。こうした高

効率化技術等を国内のみならず海外でも導入を推進していくことで、地球全体
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で環境負荷の低減と両立した形で利用していく必要がある。 

 

（４）ＬＰガス 

①位置付け 

中東依存度が高く脆弱な供給構造であったが、北米シェール随伴の安価なＬ

Ｐガスの購入などが進んでおり、化石燃料の中で温室効果ガスの排出が比較的

低く、最終需要者への分配体制及び備蓄制度が整備され、可搬性、貯蔵の容易

性に利点があることから、有事にも貢献できるクリーンなガス体のエネルギー

源である。 

 

②政策の方向性 

備蓄の着実な実施や中核充填所の設備強化などの供給体制の強靭化を進める

とともに、供給構造の改善を通じてコストを抑制することで、ＬＰガス自動車

など運輸部門においてさらに役割を果たしていく必要がある。 

 

（５）原子力 

①位置付け 

燃料投入量に対するエネルギー出力が圧倒的に大きく、数年にわたって国内

保有燃料だけで生産が維持できる準国産エネルギー源として、優れた安定供給

性と効率性を有しており、運転コストが低廉で変動も少なく、運転時には温室

効果ガスの排出もないことから、安全性の確保を大前提に引き続き活用してい

く、エネルギー需給構造の安定性を支える重要なベース電源である。 

 

②政策の方向性 

原発依存度については、省エネルギー・再生可能エネルギーの導入や火力発

電所の効率化などにより、可能な限り低減させる。その方針の下で、我が国の

エネルギー制約を考慮し、安定供給、コスト低減、温暖化対策、安全確保のた

めに必要な技術・人材の維持の観点から、必要とされる規模を十分に見極めて、

その規模を確保する。 

安全性を全てに優先させ、国民の懸念の解消に全力を挙げる前提の下、独立

した原子力規制委員会によって世界最高水準の新規制基準の下で安全性が確認

された原子力発電所については、再稼動を進める。 

 

（６）再生可能エネルギー 

①位置付け 

安定供給面、コスト面で様々な課題が存在するが、温室効果ガスを排出しな

い、国内で生産できる有望な国産エネルギー源である。 
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②政策の方向性 

今後３年程度、再生可能エネルギーの導入を最大限加速していく。 

一方、各エネルギー源で特徴が異なることから、それぞれの特徴を踏まえ、

経済性等とのバランスのとれた開発を進めていくことが必要である。 

 

１）太陽光 

個人を含めた需要家に近接したところで中小規模の発電を行うことも可能で、

系統負担も抑えられる上に、非常用電源としても利用可能である。 

一方、発電コストが高く、出力不安定性などの安定供給上の問題があること

から、更なる技術革新が必要である。中長期的には、コスト低減が達成される

ことで、分散型エネルギーシステムにおける昼間のピーク需要を補い、消費者

参加型のエネルギーマネジメントの実現等に貢献するエネルギー源としての位

置付けも踏まえた導入が進むことが期待される。 

 

２）風力 

大規模に開発できれば発電コストが火力並であることから、経済性も確保で

きる可能性のあるエネルギー源である。 

ただし、需要規模が大きい電力管内には十分な調整力がある一方で、北海道

や東北北部の風力適地では、必ずしも十分な調整力がないことから、系統の整

備、広域的な運用による調整力の確保、蓄電池の活用等が必要となる。こうし

た経済性も勘案して、利用を進めていく必要がある。 

 

３）地熱 

世界第３位の地熱資源量を誇る我が国では、発電コストも低く、安定的に発

電を行うことが可能なベース電源を担うエネルギー源となりうる。 

また、発電後の熱水利用など、エネルギーの多段階利用も期待される。 

一方、開発には時間とコストがかかるため、投資リスクの軽減、送配電網の

整備、円滑に導入するための地域と共生した開発が必要となるなど、中長期的

な視点を踏まえて持続可能な開発を進めていくことが必要である。 

 

４）水力 

発電量の調整が容易で、コストも低い水力は、渇水の問題を除き、安定的な

エネルギー源としての役割を果たしている。 

一方、国内には大規模出力を確保できる開発候補地を見つけることが困難で

あるため、既開発地点の更新や有効利用が重要となる。新たな未開発地点が残

る中小水力について、高コスト構造や水利権の調整等の課題を踏まえつつ、地

域の分散型エネルギー需給構造の基礎を担うエネルギー源としても活用してい

くことが期待される。 
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５）バイオマス（バイオ燃料を含む） 

材料や形態が様々であり、コスト等の課題を抱えることから、規模のメリッ

トの追求と、そのための原材料の安定供給の確保や、既存の利用形態との競合

の調整等を踏まえ、分散型エネルギーシステムの中の位置付けも含めて、導入

の拡大を図っていくことが期待される。 

輸入が中心となっているバイオ燃料については、国際的な動向や次世代バイ

オ燃料の技術開発の動向を踏まえつつ、導入を継続する。 

 

２．二次エネルギー構造の在り方 

 

新たなエネルギー需給構造をより安定的で効率的なものとしていくためには、

一次エネルギーの構成だけでなく、最終需要家が利用する形態である二次エネ

ルギーについても検討を加える必要がある。 

 

（１）二次エネルギー構造の中心的役割を担う電気 

 電気は、多様なエネルギー源を転換して生産することが可能であり、利便性

も高いことから、引き続き電化率は上がっていくと考えられ、二次エネルギー

構造において、引き続き中心的な役割を果たしていくこととなる。 

東京電力福島第一原子力発電所事故後の原子力発電所の停止を受け、それま

で原子力が３割前後の比率を占めていた電源構成は、原子力発電の割合が急激

に低下する一方、海外からの化石燃料への依存度が上昇して８８％を超え、電

力供給構造における海外からの化石燃料への依存度は、第一次石油ショック当

時よりも高くなっている。 

電源構成は、特定の電源や燃料源への依存度が過度に高まらないようにしつ

つ、低廉で安定的なベース電源を国際的にも遜色のない水準で確保すること、

安定供給に必要な予備力、調整力を堅持することが重要であり、バランスのと

れた電源構成の実現に注力していく必要がある。 

今後、電力システム改革により、電源構成が変化していく可能性があり、そ

の場合、再生可能エネルギー等の新たな発電施設整備のための投資だけでなく、

エネルギー源ごとに特徴の異なる発電時間帯や出力特性などに対応した送配電

網の整備と調整電源や蓄電池などの系統安定化対策が必要となることから、大

規模な投資を要する可能性がある。 

このため、今後の電気料金は、系統整備や系統安定化のための追加コストや

固定価格買取制度により将来にわたって累積的に積み上がる賦課金等が上乗せ

される可能性があり、発電事業自体のコストは競争によって抑制されていくと

考えられるが、電気料金がどのように推移するかについては注視していく必要

がある。 
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そのため、電源構成の在り方については、追加的に発生する可能性のあるコ

ストが国民生活や経済活動に大きな負担をかけることのないよう、バランスの

とれた構造を追及していく必要がある。 

 

（２）熱利用：コージェネレーションや再生可能エネルギー熱等の利用促進 

 エネルギー利用効率を高めるためには、熱をより効率的に利用することが重

要であり、そのための取組を強化することが必要になっている。 

熱と電気を組み合わせて発生させるコージェネレーションは、熱電利用を同

時に行うことによりエネルギーを最も効率的に活用することができる方法の一

つである。また、通常は一定の余剰発電容量を抱えていることが多いことから、

緊急時に電力供給不足をバックアップする役割も期待できる。 

ここ数年伸び悩みを見せていたが、電気料金が上昇してきたことで、再び導

入が進む兆しが見えてきている。建築物や工場、住宅等の単体での利用に加え、

周辺を含めた地域単位での利用を推進することで、コージェネレーションの導

入拡大を図っていくことが必要である。 

 また、河川熱、下水熱、地中熱、太陽熱、雪氷熱等の再生可能エネルギー熱

をより効果的に活用していくことも、エネルギー需給構造をより効率化する上

で効果的な取組となると考えられる。 

 こうした熱源がこれまで十分に活用されてこなかった背景には、利用するた

めの設備導入コストが依然として高いという理由だけでなく、設備の供給力に

比して地域における熱需要が少ないなど、需要と供給が必ずしも一致せず事業

の採算が取れないことや、認知度が低く、こうした熱エネルギーの供給を担う

事業者が育っていないことも大きな要因であり、こうした熱が賦存する地域の

特性を活かした利用の取組を進めていくことが重要である。 

 

（３）水素：“水素社会”の実現 

将来の二次エネルギーでは、電気、熱に加え、水素が中心的役割を担うこと

が期待される。 

水素は、取扱い時の安全性の確保が必要であるが、無尽蔵に存在する水や様々

な一次エネルギー源から様々な方法で製造することができるエネルギー源であ

り、気体、液体、固体（合金に吸蔵）というあらゆる形態で貯蔵・輸送が可能

であるため、利便性が高い。また、エネルギー効率が高く、利用段階で温室効

果ガスの排出がないなど、多くの優れた特徴を有している。 

 水素の導入に向けて、様々な要素技術の研究開発や実証事業が多くの主体に

よって取り組まれてきているが、水素を日常の生活や産業活動で利活用するた

めには、技術面、コスト面、制度面、インフラ面で未だ多くの課題が存在して

いる。水素の本格的な利活用に向けては、現在の電力供給体制や石油製品供給

体制に相当する、社会構造の変化を伴うような大規模な体制整備が必要である。 
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 このような水素を本格的に利活用する社会、すなわち“水素社会”を実現し

ていくためには、個別の技術開発や実証事業の推進に留まるのではなく、水素

の製造から貯蔵・輸送、そして利用に至るサプライチェーン全体を俯瞰した戦

略の下、様々な技術的可能性の中から、安全性、利便性、経済性の高い技術が

選び抜かれていくような厚みのある多様な技術開発を推進し、実現可能性の高

い技術から社会に実装していくため、戦略的に制度やインフラの整備を進めて

いくことが重要である。 

また、水素に関係する製品などを社会に導入していく際に、様々な局面で必

要となる標準や基準の整備が、利害関係者の間の立場の違いで国際的に遅れる

ようなことがないように、常に先行的に政策的な対応を進めていくことも必要

である。 

 

３．政策の時間軸とエネルギーミックスの関係 

 

本基本計画では、長期エネルギー需給見通しとともにとりまとめることはし

ないものの、中長期（今後２０年程度）のエネルギー需給構造を視野に入れ、

長期的かつ総合的なエネルギー政策の基本的な方針をまとめている。 

特に、電力システム改革を始めとした国内の制度改革を完了するとともに、

北米からのＬＮＧ調達など国際的なエネルギー供給構造の変化の影響が我が国

に具体的に及んでくる時期に当たる、２０１８年～２０２０年までを、安定的

なエネルギー需給構造を確立するための集中改革実施期間と位置付け、当該期

間におけるエネルギー政策の方向を定めることとする。 

エネルギーミックスについては、各エネルギー源の位置付けを踏まえ、原子

力発電所の再稼動、固定価格買取制度に基づく再生可能エネルギーの導入や地

球温暖化問題に関する国際的な議論の状況等を見極めて、先行きがある程度見

通せると判断された段階で、速やかに示すこととする。 
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第３章 新たなエネルギー需給構造の実現に向けた取組 

 

第１節 原子力政策の基本方針と政策の方向性 

 

１． 原子力政策の基本方針 

 

（１）原子力政策の出発点－東京電力福島第一原子力発電所事故の真摯な反省 

東京電力福島第一原子力発電所事故は、我が国の国民一人一人に大きな衝撃

を与えた。誰もが原子力のリスクを改めて認識し、国民の間には原子力発電に

対する不安感や、原子力政策を推進してきた政府・事業者に対する不信感・反

発がこれまでになく高まっている。 

この事故の結果、現在も１４万人を超える人々が避難を余儀なくされている

とともに、汚染水等の東京電力福島第一原子力発電所事故をめぐるトラブルは

今なお多くの国民や国際社会に不安を与えている。政府は、東京電力福島第一

原子力発電所事故の発生を防ぐことができなかったことを真摯に反省し、福島

の再生に全力を挙げるとともに、原因の探求と再発の防止のための努力を続け

て行かなければならない。 

また、東京電力福島第一原子力発電所事故以前から、事故情報の隠蔽問題や、

もんじゅのトラブル、六ヶ所再処理工場の度重なる計画遅延、高レベル放射性

廃棄物の最終処分地の選定の遅れ等、原子力政策をめぐる多くのトラブルやス

ケジュールの遅延が国民の不信を招いてきたことも事実である。 

こうした中、事故前に比べ、我が国におけるエネルギー問題への関心は極め

て高くなっており、原子力の利用は即刻やめるべき、できればいつかは原子力

発電を全廃したい、原子力発電を続ける場合にも規模は最小限にすべき、原子

力発電は引き続き必要など、様々な立場からあらゆる意見が表明され、議論が

行われてきている。 

政府は、こうした様々な議論を正面から真摯に受け止めなければならない。 

 

（２）エネルギー政策における原子力の位置付けと政策の方向性 

大きく変化する国際的なエネルギー需給構造の中で、深刻なエネルギー制約

を抱える我が国が、エネルギー安全保障の強化、経済性のあるエネルギー源の

確保、温室効果ガス排出の抑制という重大な課題に対応していくためには、多

様かつ柔軟な電源オプションを確保することが必要である。 

原子力発電は、燃料投入量に対するエネルギー出力が圧倒的に大きく、数年

にわたって国内保有燃料だけで供給が維持できる準国産エネルギー源として、

優れた安定供給性と効率性を有しており、運転コストが低廉で変動も少なく、

運転時には温室効果ガスの排出もないことから、安全性の確保を大前提に、エ

ネルギー需給構造の安定性を支える重要なベース電源として引き続き活用して
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いく。 

原発依存度については、省エネルギー・再生可能エネルギーの導入や火力発

電所の効率化などにより可能な限り低減させる。その方針の下で、我が国のエ

ネルギー制約を考慮し、安定供給、コスト低減、温暖化対策、安全確保のため

に必要な技術・人材の維持の観点から、必要とされる規模を十分に見極めて、

その規模を確保する。 

いかなる事情よりも安全性を最優先し、国民の懸念の解消に全力を挙げる前

提の下、世界最高水準の新規制基準の下で原子力規制委員会によって安全性が

確認された原子力発電所について再稼動を進める。 

今後、原子力政策を進めるに当たっては、以下のとおり、具体的な施策を実

施する。 

 

２．具体的施策の方向性 

 

（１）福島の再生・復興に向けた取組 

福島の再生・復興に向けた取組は、エネルギー政策の再構築の出発点である。

政府の最優先課題として、廃炉・汚染水対策、原子力賠償、除染・中間貯蔵事

業など、福島の再生・復興に全力で取り組んでいかなければならない。 

東京電力福島第一原子力発電所事故のような深刻な原子力事故における廃炉 

・汚染水対策は、世界にも前例のない困難な事業であることから、事業者任せ

にするのではなく、国が前面に立つ必要がある。このため、司令塔としての機

能など、国が前面に出る取組を一層強化し、国と東京電力の責任を明確化すべ

く検討するとともに、国内外の叡智を結集して廃炉・汚染水問題の解決に向け

た予防的かつ重層的な取組を立案・実施することや、事業者による対策の進捗

管理、技術的な難易度が高く、国が前面に出て取り組む必要のある対策につい

て、国の財政措置を実施することなど、国としても適切に取り組んでいく。 

 

（２）不断の安全性向上と安定的な事業環境の確立 

原子力の利用においては、いかなる事情よりも安全性を最優先することは当

然であり、我が国の原子力発電所では深刻なシビア・アクシデントは起こり得

ないという「安全神話」と決別し、世界最高水準の安全性を不断に追求してい

くことが重要である。原子力事業者を含む産業界は、自主的に不断に安全を追

求する事業体制を確立し、国はそれを可能とする安定的な事業環境の整備等必

要な役割を果たしていく。 

原子力事業者は、二度と原子力事故は起こさないとの強い意思を持ち、原子

力のリスクを適切にマネジメントするための体制を整備するとともに、客観

的・定量的なリスク評価手法を実施することで、個々の原子炉ごとの安全性を

評価し、継続的な安全性向上につなげていくことなどが求められる。 
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また、原子力事業者は、今後増加する廃炉を円滑に進めつつ、東京電力福島

第一原子力発電所事故の発生を契機とした規制強化に対し迅速かつ最善の安全

対策を講じ、地球温暖化対策や大規模ベース電源による安定供給に貢献するこ

とが求められている。このため、国は、電力システム改革によって競争が進展

した環境下においても、原子力事業者がこうした課題に対応できるよう、海外

の事例も参考にしつつ、事業環境の在り方について検討を行う。 

東京電力福島第一原子力発電所の廃炉や、今後増えていく古い原子力発電所

の廃炉を安全かつ円滑に進めていくためにも、高いレベルの原子力技術・人材

を維持することが必要である。また、東京電力福島第一原子力発電所事故後も、

国際的な原子力利用は拡大を続ける見込みであり、特にエネルギー需要が急増

するアジアにおいて、その導入拡大の規模は著しい。我が国は、事故の経験も

含め、原子力利用先進国として、安全や核不拡散分野での貢献が期待されてお

り、また、周辺国の原子力安全を向上すること自体が我が国の安全を確保する

こととなるため、高い原子力技術・人材を維持することが必要である。 

廃炉に伴って生じる放射性廃棄物については、発生者責任の原則の下、電気

事業者が処分に向けた取組を進めることを基本としつつ、その処分に支障を来

さないよう、国として必要な研究開発を推進するとともに、安全基準の策定に

ついて検討を進め、具体化を促進する。また、廃炉が円滑かつ安全に行われる

よう、廃炉の工程において必要な技術開発や人材の確保などについても、引き

続き推進していく。 

加えて、原子力損害賠償制度の見直しについては、現在進行中の福島の賠償

を踏まえ、総合的に検討を進める。また、国際的な原子力損害賠償スキームの

構築に貢献し、廃炉・汚染水対策において海外の叡智を結集する環境を整備す

るため、原子力損害の補完的補償に関する条約（ＣＳＣ）の締結に向けた作業

を加速化する。また、国は、原子力災害対策指針の策定に加え、関係省庁を挙

げて、引き続き関係自治体の避難計画の充実化を支援し、災害対策の強化を図

っていく。 

 

（３）対策を将来へ先送りせず、着実に進める取組 

使用済燃料は世界共通の悩みである。原子力利用に伴い確実に発生するもの

であり、将来世代に負担を先送りしないよう、現世代の責任として、その対策

を確実に進めることが不可欠である。このため、使用済燃料対策を抜本的に強

化し、総合的に推進する。 

高レベル放射性廃棄物については、国が前面に立って最終処分に向けた取組

を進める。これに加えて、最終処分に至るまでの間、使用済燃料を安全に管理

することは核燃料サイクルの重要なプロセスであり、使用済燃料の貯蔵能力の

拡大へ向けて政府の取組を強化する。あわせて、放射性廃棄物の減容化・有害

度低減のための技術開発を進める。 
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核燃料サイクル政策については、これまでの経緯等も十分に考慮し、関係自

治体や国際社会の理解を得つつ、引き続き着実に推進する。 

 

①使用済燃料対策の抜本的強化と総合的な推進 

１）高レベル放射性廃棄物の最終処分に向けた取組の抜本的強化 

我が国においては、現在、約１７，０００トンの使用済燃料を保管中である。

これは、既に再処理された分も合わせるとガラス固化体で約２５，０００本相

当の高レベル放射性廃棄物となる。しかしながら、放射性廃棄物の最終処分制

度を創設して以降、１０年以上を経た現在も処分地選定調査に着手できていな

い。 

廃棄物を発生させた現世代の責任として将来世代に負担を先送りしないよう、

高レベル放射性廃棄物の問題の解決に向け、国が前面に立って取り組む必要が

ある。 

高レベル放射性廃棄物については、ⅰ）将来世代の負担を最大限軽減するた

め、長期にわたる制度的管理（人的管理）に依らない最終処分を可能な限り目

指す、ⅱ）その方法としては現時点では地層処分が最も有望である、との国際

認識の下、各国において地層処分に向けた取組が進められている。我が国にお

いても、現時点で科学的知見が蓄積されている処分方法は地層処分である。他

方、その安全性に対し十分な信頼が得られていないのも事実である。したがっ

て、地層処分を前提に取組を進めつつ、可逆性・回収可能性を担保し、今後よ

り良い処分方法が実用化された場合に将来世代が最良の処分方法を選択できる

ようにする。 

このような考え方の下、地層処分の技術的信頼性について最新の科学的知見

を定期的かつ継続的に評価・反映するとともに、幅広い選択肢を確保する観点

から、直接処分など代替処分オプションに関する調査・研究を推進する。あわ

せて、処分場を閉鎖せずに回収可能性を維持した場合の影響等について調査・

研究を進め、処分場閉鎖までの間の高レベル放射性廃棄物の管理の在り方を具

体化する。 

その上で、最終処分場の立地選定にあたっては、処分の安全性が十分に確保

できる地点を選定する必要があることから、国は、科学的により適性が高いと

考えられる地域を示す等を通じ、地域の地質環境特性を科学的見地から説明し、

立地への理解を求める。また、立地地点は地域による主体的な検討と判断の上

で選定されることが重要であり、多様な立場の住民が参加する地域の合意形成

の仕組みを構築する。さらに、国民共通の課題解決という社会全体の利益を地

域に還元するための方策として、施設受入地域の持続的発展に資する支援策を

国が自治体と協力して検討、実施する。 

 

２）使用済燃料の貯蔵能力の拡大 
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廃棄物を発生させた現世代として、高レベル放射性廃棄物の最終処分へ向け

た取組を強化し、国が前面に立ってその解決に取り組むが、そのプロセスには

長期間を必要とする。その間も、原子力発電に伴って発生する使用済燃料を安

全に管理する必要がある。このため、使用済燃料の貯蔵能力を強化し、安全を

確保しつつ、それを管理する選択肢を広げることが必要である。こうした取組

は、政策・対応の柔軟性を高め、中長期的なエネルギー安全保障に資すること

になる。 

このような考え方の下、使用済燃料の貯蔵能力の拡大を進める。具体的には、

新たな中間貯蔵施設や乾式貯蔵施設等の建設・活用を促進するとともに、その

ための政府の取組を強化する。 

 

３）放射性廃棄物の減容化・有害度低減のための技術開発 

 使用済燃料については、既に発生したものを含め、長期にわたって安全に管

理しつつ、適切に処理・処分を進める必要があること、長期的なリスク低減の

ため、その減容化・有害度の低減が重要であること等を十分に考慮して対応を

進める必要がある。こうした課題に的確に対応し、その安全性、信頼性、効率

性等を高める技術を開発することは、使用済燃料の対策の柱の一つとして重要

な意義を有する。 

 このため、放射性廃棄物を適切に処理・処分し、その減容化・有害度低減の

ための技術開発を推進する。具体的には、高速炉など、放射性廃棄物中に長期

に残留する放射線量を少なくし、放射性廃棄物の処理・処分の安全性を高める

技術等の開発を推進する。 

 

②核燃料サイクル政策の着実な推進 

我が国は、ウラン資源の有効利用、高レベル放射性廃棄物の減容化・有害度

の低減等の観点から、使用済燃料を再処理し、回収されるプルトニウム等を有

効利用する核燃料サイクルの推進を基本的方針としている。 

核燃料サイクルについては、六ヶ所再処理工場の竣工遅延やもんじゅのトラ

ブルなどが続いてきた。このような現状を真摯に受け止め、これら技術的課題

やトラブルの克服など直面する問題を一つ一つ解決することが重要である。そ

の上で、使用済燃料の処分に関する課題を解決し、将来世代のリスクや負担を

軽減するためにも、放射性廃棄物の減容化・有害度の低減や、資源の有効利用

等に資する核燃料サイクルについて、これまでの経緯等も十分に考慮し、関係

自治体や国際社会の理解を得つつ、引き続き着実に推進する。 

具体的には、安全確保を大前提に、プルサーマルの推進、六ヶ所再処理工場

の竣工、ＭＯＸ燃料加工工場の建設、むつ中間貯蔵施設の竣工等を着実に進め

る。また、国際公約に従ってプルトニウムの適切な管理と利用を行うとともに、

米国や仏国等と国際協力を進めつつ、高速炉等の研究開発に取り組む。 
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もんじゅについては、これまでの取組の反省と教訓の下、実施体制を再整備

する。その上で、新規制基準への対応など稼働までに克服しなければならない

課題への対応を着実に進めるとともに、もんじゅ研究計画に従い、高速増殖炉

の成果のとりまとめ等を実施する。 

こうした核燃料サイクルに関する諸課題は、短期的に解決するものではなく、

中長期的な対応を必要とする。また、技術の動向、エネルギー需給、国際情勢

等の様々な不確実性に対応する必要があることから、政策・対応の柔軟性を高

めることが重要である。特に、今後の原子力発電所の稼動量とその見通し、こ

れを踏まえた核燃料の需要量や使用済燃料の発生量等と密接に関係しているこ

とから、こうした要素を総合的に勘案して進める。 

 

（４）国民、立地自治体、国際社会との信頼関係の構築 

①東京電力福島第一原子力発電所事故を踏まえた広聴・広報 

東京電力福島第一原子力発電所事故を受けて、国民の間に原子力に対する不

信・不安が高まっているとともに、エネルギーに関わる行政・事業者に対する

信頼が低下している。  

この状況を真摯に受け止め、その反省に立って信頼関係を構築するためにも、

原子力に関する丁寧な広聴・広報を進める必要がある。このため、原子力が持

つリスクや事故による影響を始め、事故を踏まえて整備した規制基準や安全対

策の状況、重大事故を想定した防災対策、使用済燃料に関する課題、原子力の

経済性、国際動向など、科学的根拠や客観的事実に基づいた広報を行っていく。

また、原子力立地地域のみならず、これまで電力供給の恩恵を受けてきた消費

地も含め、多様なステークホルダーとの丁寧な対話や情報共有のための取組強

化等により、きめ細やかな広聴・広報を行う。さらに、世代を超えて丁寧な理

解増進を図るため、原子力に関する教育を行っていく。 

 

②立地自治体等との信頼関係の構築 

我が国の原子力利用には、原子力関係施設の立地自治体や住民等関係者の理

解と協力が必要であり、こうした関係者のエネルギー安定供給への貢献を再認

識しなくてはならない。一方、立地自治体等の関係者は、事故に伴って様々な

不安を抱えている。また、原子力発電所の稼働停止やその長期化等により原子

力立地地域では経済的な影響も生じている。国は、立地自治体等との丁寧な対

話を通じて信頼関係を構築するとともに、原子力発電所の稼働状況等も踏まえ、

新たな産業・雇用創出も含め、地域の実態に即した立地地域支援対策を進める。 

 

③世界の原子力平和利用と核不拡散への貢献 

東京電力福島第一原子力発電所事故は、周辺国を含む国際社会に大きな不安を

もたらしていることから、ＩＡＥＡ等の場を活用し、国際社会との対話を強化
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し、迅速かつ正確な情報発信を行う。また、我が国を取り巻く中国、東南アジ

ア、インドをはじめとする新興国における原子力発電の導入は今後も拡大して

いく見込みであり、東京電力福島第一原子力発電所の事故の経験と教訓を国際

社会と共有することで、世界の原子力安全の向上や原子力の平和利用に貢献し

ていくことは我が国の責務であり、世界からの期待でもある。我が国としては

ＩＡＥＡ基準等の原子力安全の国際標準の策定に積極的に貢献することが重要

である。加えて、原発輸出を含む原子力技術を提供するに際し、公的金融を付

与する場合には、原子力安全条約及びＩＡＥＡ基準を参照した安全確保等に関

する配慮の確認を行いつつ、事故の経験と教訓に基づき、安全性を高めた原子

力技術を提供していくことで、世界の原子力安全の向上に貢献する。 

また、非核兵器国としての経験を活かして、事故の経験と教訓に基づき安全性

を高めた原子力技術を提供していくことで、核不拡散や核セキュリティの確保

に積極的に貢献することが重要であり、ＩＡＥＡ等国際機関と連携しつつ、原

子力新規導入国に対する人材育成・制度整備支援等に向けて、その一元的な実

施体制を整備する。 

 

第２節 生産（調達）/流通段階：資源確保の抜本強化・国内エネルギー供給網

の強靭化 

 

 我が国のエネルギー供給サプライチェーン上には、様々なリスクが存在して

おり、資源確保戦略を踏まえて、それぞれのリスクの特性に応じた政策を展開

していくことが必要である。 

化石燃料への依存が高まっている状況の中で、不安定性を増す国際的なエネ

ルギー需給構造に応じ、将来の変化も視野に入れつつ、資源の確保を進めるこ

とが重要である。具体的には、経済性の観点も踏まえ、①複数の主要な資源の

多様化（分散化）、②リスクの大きな資源への依存度の減少と、リスクの小さい

国産資源の可能性の向上、③上流権益の保有や供給国との関係強化による同一

の資源に係るリスクの低下を通じて、資源の適切なポートフォリオを実現させ、

安定的かつ経済的に資源を確保していく。また、国外から国内に資源を受け入

れた後の国内供給網についても、コストを抑制するための効率性を維持しつつ、

大規模自然災害等への危機対応力が十分に確保されたものとするための総合的

な政策を展開していく。 

 

１．安定的な資源確保のための総合的政策の推進 

 

（１）供給源多角化に向けた北米・アフリカ等新たな資源供給国との関係強化

と上流進出の促進 

 北米におけるシェール革命は、天然ガスの国際供給構造に大きな影響を与え、
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これに伴って北米で需要が低迷することになった石炭の貿易構造にも変化を及

ぼしている。今後、北米のシェール革命は石油にも及んでいき、シェールの開

発は北米から南米、さらに他の地域まで拡がっていくと見られる。 

 また、金属鉱物やガスなどの「最後のフロンティア」として期待されている

アフリカの資源開発については、各国が資源開発投資を開始しており、今後、

その動きはさらに加速し、アフリカの資源国が本格的に国際資源市場に参入し

てくることになる。 

こうした構造変化の中で、新たな資源供給国との取引に向けた取組は既に進

められており、シェールガス生産が拡大する米国からのＬＮＧ輸入を始め、カ

ナダ、ロシア、モザンビークなどからの天然ガスの供給も２０２０年前後には

始まることが期待される。 

 国際的な資源供給構造の変化を捉え、新たな資源供給国を安定的に国際市場

に迎え入れ、我が国が緊密に連携していくための一つの取組として、２０１３

年には日・アフリカ資源大臣会合を開催し、今後は定期的に２年に１度の頻度

で開催していくこととした。今後、こうした取組を強化していく。 

 また、新たな資源供給国の台頭は、我が国の企業が油・ガス田、石炭や金属

鉱物等の鉱山の開発権益を確保するための上流進出・自主開発を行う機会の拡

大を意味している。中東や豪州、インドネシア、ロシアなどにおける上流開発

に加え、既に米国、カナダ、モザンビーク、ベトナム、カザフスタンでも上流

開発に進出する動きが加速しており、日本企業の上流進出をさらに加速してい

くため、資源外交の積極的な展開や独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源

機構（ＪＯＧＭＥＣ）によるリスクマネー供給機能の強化等を通じて、官民が

協力して自主開発比率を引き上げていくための取組を進めていく。 

 加えて、資源権益の獲得・更新のため、我が国が強みを有する様々な分野で

の先端技術を活かし、上流開発における課題解決策を提供する技術開発や、今

後、オフショア開発でより重要性を増すＦＬＮＧ（浮体式ＬＮＧ生産・出荷設

備）などの分野における取組等を推進していく。 

 

（２）現在の資源調達環境の基盤強化 

石油におけるサウジアラビア、ＵＡＥ、天然ガスにおける豪州、カタール、

マレーシア、ロシア、インドネシア、石炭における豪州、インドネシア、金属

鉱物におけるチリ、ペルー、豪州、カナダ、南アフリカなど、我が国に資源を

供給している国との関係を、単に資源の取引をしているだけのものとはせず、

多様な経済取引、国民各層における多面的な人的交流を活発化し、厚みのある

総合的な二国間関係として発展させていくための総合的な外交政策を推進して

いくことが重要である。例えば、ＵＡＥとの関係では、エネルギー分野に限ら

ず、相手国のニーズを踏まえ、人材育成分野まで協力関係を拡大し、二国間関

係の深化を進めているところであり、こうした取組を拡大・強化していく。 
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こうした包括的で安定した二国間関係の構築に向けて、総理大臣を筆頭とす

る閣僚級による資源外交を積極的に展開し、強い信頼関係に基づいた二国間関

係の上で、資源の取引が安定的に行われる環境を整備していく。 

 また、シーレーンの安定性向上のためには、シーレーンに関わる国・地域と

の関係強化が重要であり、アジア海賊対策地域協力協定やマラッカ・シンガポ

ール海峡の航行の安全に関する「協力メカニズム」の運用を基礎としつつ、各

国海上保安機関に対する経済協力や、港湾などのインフラ、船舶運航管理体制

の整備支援、沿岸部における災害時の救助・復旧支援体制の強化などを進める

とともに、海洋を含む安全保障分野での日米協力を深めていくことで、商用船

舶の航行の安全性・安定性を確保するための取組を強化していく。 

 

（３）エネルギーコスト低減のための資源調達条件の改善と、これによる新た

な国際的エネルギー需給構造の実現 

資源調達条件の改善については、個別の契約レベルでは、基本的に民間企業

間で調達条件が決定されることになる。国としては、価格決定方式や仕向地条

項など取引条件の多様化に向けた議論が行われる環境整備を進めていくととも

に、新しい共同調達の戦略的な活用による交渉力の強化など、資源の安定的か

つ安価な調達に向けた戦略的な取組を支援していくことが必要である。 

 具体的には、ＬＮＧ産消会議、日印エネルギー対話、日韓ガス対話など、国

際的な対話の機会を数多く確保することで、産消国間の意思疎通の円滑化、消

費国間の連携強化などを進めていく。 

 シェール革命が進む米国の天然ガス市場は、原油価格と連動せずに市場の需

給バランスで天然ガスの価格が決定される市場であり、このような価格決定方

式を持つ米国からの天然ガスを輸入することは、石油価格と連動しないＬＮＧ

の価格決定方式を我が国の取引環境に取り込むことを意味している。このよう

な交渉環境の改善に資する取組に対し、国としても積極的に支援を行っていく。 

また、ＬＮＧ調達において、価格面だけでなく契約の柔軟性や、上流権益の

確保等についても交渉力を発揮していくため、従来のコンソーシアム型での共

同調達ではなく、ＬＮＧサプライチェーンの全体を俯瞰した包括的な事業連携

を進めることによって交渉力を最大限発揮する取組など、新しい共同調達を戦

略的に活用することが必要である。こうした新しい共同調達方式は、制度改革

とも相まって、総合エネルギー企業の創出やアジア・欧米の事業者との連携へ

の契機となる可能性もある。 

こうした内外の事業者連携を促進するためにも、本船渡し契約（ＦＯＢ契約）

における仕向地条項の撤廃などＬＮＧ契約の商慣行を弾力化していく環境整備

を進めていく。 

こうした北米からのＬＮＧ供給や仕向地条項の撤廃などによる取引の多様化

の推進、ＬＮＧ産消会議の開催や消費国間の連携を通じて、アジア・太平洋に
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おける今後のＬＮＧ需要の見通しを踏まえつつ、日本をアジアの中核に位置付

けた地域大のＬＮＧ需給構造を将来的に実現していく。 

 

（４）メタンハイドレート等国産資源の開発の促進 

世界で第６位の排他的経済水域の広さを持つ我が国は、海洋におけるエネル

ギー・鉱物資源の開発ができれば、エネルギー自給率を飛躍的に高めることが

できる可能性がある。また、海洋開発を促進することで、関連する産業の振興

も期待される。 

２０１３年４月には、海洋基本法に基づく「海洋基本計画」の見直しが初め

て行われ、海洋エネルギー・鉱物資源の開発については新しい政府目標が定め

られた。 

 

①メタンハイドレート 

これまで研究開発を進めてきた「砂層型」メタンハイドレートに加え、主に

日本海側において確認されている「表層型」メタンハイドレートを政府として

新たに計画に位置付けた。 

砂層型は、東部南海トラフ海域において、我が国の天然ガス消費量の約１０

年分の原始資源量が賦存していると推定されている。２０１３年３月には、世

界で初めて海域において減圧法によるガス生産実験を実施した。今回の生産実

験の結果等を踏まえ、２０１８年度を目途に商業化の実現に向けた技術の整備

を行う。その際、２０２３年から２０２７年の間に、民間企業が主導する商業

化のためのプロジェクトが開始されるよう、国際情勢をにらみつつ技術開発を

進める。 

また、表層型については、資源量把握に向けて２０１３年度以降、３年程度

で、必要となる広域的な分布調査等を行うこととする。 

 

②石油・天然ガス 

我が国周辺海域の探査実績の少ない海域において、２００８年に導入した三

次元物理探査船「資源」を最大限活用し、２０１８年度まで概ね毎年６千平方

キロメートルの物理探査を実施する。その探査結果を踏まえ、有望海域での試

掘を国が機動的に実施し、得られた地質データ等の成果を民間に引き継ぐこと

で探鉱活動の促進を図る。 

 

③金属鉱物 

海底熱水鉱床については、我が国近海には特に浅く賦存しているため技術

的・経済的にも開発に有利と期待されている。２０１２年に就航した新たな資

源調査船「白嶺」を用いて、最も有望とみられる沖縄海域の熱水鉱床の資源量

把握を行ったところ、これまで知られていなかった深部の新たな鉱床の発見に
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至った。引き続き、詳細な鉱量の把握、採掘機材等の技術開発など進めること

で、２０１８年度までに経済性の評価を行い、その後２０２３年以降に民間が

参画する商業化を目指したプロジェクトが開始されるよう技術開発を行うこと

とする。 

複数の重要なレアメタルを含むコバルトリッチクラストについては、我が国

排他的経済水域の外側の公海に幅広く存在することが確認されていたが、２０

１３年７月には、ＪＯＧＭＥＣが国際海底機構の定める探査規則に沿って鉱区

を申請し、世界に先駆けて探査鉱区が承認された。今後１５年間の探査期間の

間に所要の成果を挙げるべく計画的に探査を実施する。 

その他、新たに海洋基本計画に追加された南鳥島周辺のレアアース堆積物の

調査や、ハワイ沖にすでに探査鉱区を有するマンガン団塊についても、引き続

き戦略的に調査を推進する。 

 

（５）鉱物資源の安定供給確保に不可欠なリサイクルの推進及び備蓄体制の強

化等 

金属鉱物の安定供給確保のためには、供給源の多角化に加え、使用済製品か

ら金属鉱物の回収を着実に進めるとともに、回収技術が確立されていない鉱種

についても積極的に技術開発を進めていくことが重要である。また、カントリ

ーリスクの高い地域に偏在する金属鉱物については、代替材料開発や省資源に

向けた取組を進めていく。我が国産業に不可欠な金属鉱物について、急激な価

格高騰や需給のひっ迫に際しても安定供給が確保されるよう、このような取組

と上流開発を併せて自給率を高めていくこととする。 

また、一時的な供給障害に対応するための金属鉱物の国家備蓄について、国

内における需給動向を見極めつつ、必要とされるレアメタル備蓄を着実に進め、

供給途絶等の緊急時に需要家のニーズに応じて機動的に放出等できるよう備蓄

体制の整備を進めていく。 

 

２．国内エネルギー供給網の強靭化（石油・ＬＰガス・天然ガス・電力） 

 

（１）石油備蓄等による海外からの供給危機への対応の強化 

これまでは量的な充実を第一に進めてきた石油備蓄政策については、今後、

国内の石油需要動向やリスク等を勘案して、備蓄総量や国家備蓄における原

油・製品の比率を見直しつつ、危機発生時における機動力を向上することに重

点をおく。具体的には、国家備蓄原油の油種を我が国の製油所設備により適合

したものに入れ替えることや、ホルムズ海峡の封鎖等の具体的有事を想定した

対応訓練の強化、産油国や東アジア消費国との協力強化等を進めていく。 

既に、「産油国共同備蓄事業」として、サウジアラビアやＵＡＥの国営石油会

社に対し、商用原油の東アジア向け中継・在庫拠点として我が国国内の石油タ
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ンクを貸し出し、供給危機時には我が国に優先して供給を受ける枠組みを開始

しているが、これを国家備蓄や民間備蓄に準じる「第三の備蓄」として位置付

け、我が国と産油国双方の利益となる関係強化策として強力に推進する。 

ＬＰガス備蓄については、２０１３年３月に２つの国家備蓄基地が完成し、５

基体制となった。同年８月末には、これら２基地に備蓄するため、米国からシ

ェールガス随伴のＬＰガスを積んだ第一船が入港した。今後、国家備蓄ＬＰガ

スの購入・蔵置を着実に進めていく。 

 

（２）「国内危機」（災害リスク等）への対応強化 

①供給サイドの強靭化 

石油については、東日本大震災時にエネルギー供給の「最後の砦」としての

役割を再認識されたことに鑑み、危機時の供給制約となる可能性のあるハー

ド・ソフト両面の課題への対策を進める。 

第一に、石油産業（精製元売）の各系列供給網全体で、石油供給にかかる業

務継続・復旧目標を定め、製油所・油槽所から物流プロセス、サービスステー

ション（ＳＳ）に至る系列ＢＣＰ・ＢＣＭ（業務継続体制）を確立し、その格

付けを定期的に行うことで対応能力の向上を進めていく。 

また、系列を超えた危機時の供給協力を円滑化すべく、石油備蓄法に基づく

「災害時石油供給連携計画」の不断の見直しと訓練のＰＤＣＡサイクルを進め

る。 

第二に、国土交通省による港湾整備事業等とも連携しつつ、石油コンビナー

ト地区の強靱化（製油所における非常用電源増強や耐震・耐液状化、製油所間

での供給バックアップ機能等の強化）を進めるとともに、最終供給を担うサー

ビスステーション（ＳＳ）の災害対応能力を強化していく。 

第三に、経済産業省資源エネルギー庁のみならず、内閣府、総務省消防庁、

国土交通省、防衛省、警察庁等の関係省庁間で、危機時の石油供給を円滑化す

るための協力プログラムの確立を急ぎ、石油業界や地方自治体も含めた訓練を

継続的に進めていく。 

ＬＰガスについては、ＬＰガス輸入基地への非常用電源車の配備、災害時に

地域における燃料供給拠点となる中核充填所の設備強化を進めるとともに、「災

害時石油ガス供給連携計画」に基づきＬＰガス販売事業者等が共同で供給運用

を行うことや訓練を実施するなど、緊急時のＬＰガスの供給を円滑にするため

の体制を整備する。 

電力供給についても、周波数変換設備や地域間連系線等の送電インフラの増

強を進めるとともに、電力システム改革後においても、送配電網にかかる投資

回収を制度的に保証することで、災害発生時の電力供給の基盤となる送配電網
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の建設・保守が確実に行われる仕組みとする。 

また、天然ガスについては、ＬＮＧ受入基地間での補完体制を強化するため、

基地機能の拡大、太平洋側と日本海側の輸送路、天然ガスパイプラインの整備

などについて、今後、検討を進めていくこととする。 

 

②需要サイドの強靭化 

 被災直後の交通網等の混乱を想定すれば、「供給サイド」の取組だけでは、発

生直後の数日間、通信網等の重要インフラの利用に必要となる石油・ＬＰガス

供給を行うことは容易ではない。このため、社会の重要インフラと呼びうる政

府庁舎や自治体庁舎、通信、放送、金融、拠点病院、学校、避難所等の施設で

は、停電した場合でも非常用電源を稼働させて業務を継続しうるよう、石油・

ＬＰガスの燃料備蓄を含め個々の状況に応じた準備を行うべきであり、対応を

検討する。さらに、各事業者・世帯レベルでも、自家用車へのガソリン・軽油

のこまめな補給や灯油の備蓄等の備えを促す。また、災害時における非常用電

源については、各企業の自家発電設備、燃料備蓄・調達等を関係企業間や地域

内で融通する仕組みの構築を促進する。 

 

（３）平時における安定供給の確保 

 過疎地域におけるＳＳは減少傾向にあり、域内にＳＳが一つもない地方自治

体も現れ、石油製品の安定供給を確保していく上で問題となっている。 

民間事業者による経営が難しい場合でも、地域の実情に応じて石油製品を含

めた地域コミュニティに必要な物資・サービスの供給体制を維持していくこと

が必要である。このため、関係省庁や地方自治体との連携を強化し、総合的な

地域政策の一環として機能維持策を検討していく。 

また、地理的に不利な条件にある離島における石油製品の供給体制について

も地域の課題として取り組む。 

 

第３節 生産（調達）/流通段階：需要家の選択肢を拡大し、市場の垣根を外し

ていく供給構造改革等の推進 

 

我が国の電力、ガス、熱、石油等各エネルギー分野の供給構造は、業態ごと

に事業法などで制度的に枠組みが整備されてきたことから、市場ごとの縦割型

産業構造という特徴を持っている。 

しかし、技術革新による各エネルギー源の利用の高効率化や用途の多様化が

進んできたことから、一定の条件下では効率的分配などに貢献していた縦割型

産業構造は、むしろ非効率的な資源配分を生み出す仕組みとなっている。 

こうした状況を踏まえ、制度改革による市場の垣根の撤廃や、閉鎖的であっ



 

34 
 

たエネルギー産業構造に技術革新や異業種における効率的な経営手法を取り込

むことで、より付加価値が高く、効率的な産業構造へと変革し、分断されたエ

ネルギー市場を水平的に統合された構造へと転換を図ることが必要である。 

 

１．電力システム改革の断行 

 

（１）電力システム改革の内容と実施時期 

 東京電力福島第一原子力発電所事故によって原子力利用が停滞して電力供給

に不安を抱えるようになる中、地域を越えた広域的な系統運用、競争の促進に

よる電気料金の最大限の抑制、分散型電源などの多様な電源の活用、需要家の

多様なニーズに応じた多様で効率的なサービスの提供、それによる需要の変化

に応じた効率的な供給等、柔軟性のある電力供給が強く求められたにも関わら

ず、地域ごとに独占事業者が集中管理する電力供給体制では十分に対応できな

いという、従来の電力システムの抱える様々な限界が明らかになった。 

 こうした課題を抜本的に解決するため、「電力システムに関する改革方針」（２

０１３年４月２日）において、広域系統運用の拡大、小売・発電の全面自由化

及び法的分離の方式による送配電部門の中立性の一層の確保を柱とする大胆な

改革に取り組むことを閣議決定した。 

 こうした改革により、全国大での系統運用を可能として需給調整機能を強化

し、電力の安定供給を確保するとともに、小売及び発電の全面自由化によって、

これまで小売の自由化を行った範囲の新規参入者のシェアが３．５％に留まる

など、競争的環境に程遠かった市場をより競争的なものとすることで、電気料

金を最大限抑制する仕組みが働く構造を構築していく。さらに、送配電部門の

中立性を法的にも担保しつつ、電力供給の基盤となる送配電網整備のための投

資回収がより適切に行われるとともに、分散型電源の一層の活用が進みやすい

環境を実現していくことで、柔軟性のある安定供給体制を確立していく。 

 このような大胆な改革について、三段階で順次制度改正を進め、これを２０

１８年から２０２０年までを目途に完結することとしており、先の臨時国会で

は、第一段階の電気事業法改正法案が成立したところである。２０１４年通常

国会には第二段階の同法改正法案を提出し、第三段階の同法改正法案について

は、２０１５年通常国会に提出することを目指すものとしている。 

 

（２）安定した電力供給を確保するための電力システム改革の具体的制度設計 

 電力システム改革によって、小売及び発電市場が全面自由化する結果、短期

的にコスト競争力を追求する指向が高まり、発電所建設投資全体が抑制される

可能性がある。また、需給調整を適切に行うためには、出力調整に柔軟性を発

揮できる電力供給体制が不可欠であるが、自由化をした結果、極端に偏った電

源構成となる場合は、系統運用者が適切な調整力を確保できず、電力供給不安
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を引き起こす懸念も存在する。 

 電力システム改革に関する詳細な制度設計に当たっては、中長期的に我が国

全体で供給力を確保するとともに、系統運用者が短期的に調整電源を適切に調

達することができる枠組みを導入することが必要である。そのため、系統運用

者による調整電源の調達の枠組みや、小売事業者に対する供給力確保義務、広

域的運営推進機関による発電所建設事業者募集の仕組みの導入について、引き

続き検討を行っていく。 

 なお、電力システム改革と電源構成の関係については、例えば再生可能エネ

ルギーの導入拡大のための取組のように、望ましい電源構成を実現するための

施策を講じる場合には、電力システム改革に関する詳細制度設計において、そ

うした施策と整合的になるよう配慮を行う。 

 

２．ガスシステム及び熱供給システム改革の実施 

 

（１）低廉かつ安定的な供給を実現するガスシステムの構築に向けた改革 

 ガスシステムは、電力システムに先駆けて自由化を進めてきた経緯があり、

全需要に対する自由化比率は約６５％で、新規参入比率は自由化範囲の１５％

となっている。 

 電力システム改革と相まって、ガスが低廉かつ安定的に供給され、消費者に

多様な選択肢が示されるガスシステムの構築に向け、小売の自由化範囲の拡大、

ＬＮＧ基地の在り方も含めた天然ガスの導管による供給インフラのアクセス向

上と整備促進や簡易ガス事業制度の在り方などの改革について検討を進めてい

く。 

ガスシステム改革の推進に当たっては、利用形態の多角化を促進することが

重要な鍵となる。例えば、環境調和性に優れたボイラー、工業炉や熱電配給に

より高い省エネルギーを実現する天然ガスコージェネレーション、系統電力需

給ピークを緩和するガス空調等の拡大、さらに、燃料電池への水素供給のため

の原料としての役割も期待される。また、現在、国際安全基準の整備が進めら

れているＬＮＧ燃料船など、船舶分野におけるＬＮＧの主燃料化に向けた動き

は着実に前進しており、こうした新たな需要に対応していくための制度やイン

フラ整備を進めていくことが重要である。 

 

（２）熱・電利用の効率化を促すための熱供給市場の構造改革 

熱をより有効に活用することに対する関心が高まる中、熱導管を面的に敷設

して行う地域型の熱供給、都市再開発事業などに伴いビル単位での事業や生活

機能の確保も意識した地点型の熱電一体供給など、冷温熱を供給するサービス

の形態も多様化してきている。 

こうした状況を踏まえ、電力・ガスのシステム改革と併せて、熱供給事業に
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関するシステム改革を進めていくことにより、熱電一体供給も含めたエネルギ

ー供給を効率的に実施できるようにするための熱供給事業の在り方の見直しを

検討する。 

 

３．石油産業・ＬＰガス産業の事業基盤の再構築 

 

（１）石油産業（精製・元売）の事業再編・構造改革 

①柔軟な石油・石油化学製品の生産体制の確立 

「平成２５～２９年度石油製品需要見通し」によれば、我が国の国内の石油

需要は毎年度平均１．８％程度減少を続ける見通しである一方、アジア太平洋

地域では、石油需要・石油化学需要は増大を続ける見通しで、東アジア地域に

おいては、石油化学との統合が進んだ大規模な石油コンビナートの建設が相次

いでいる。さらに、北米のシェール革命が世界の石油・石油化学製品の貿易構

造に大きな変化を与え、アジアの石油コンビナートの生産性競争を激化させる

と見込まれる。 

戦後の高度成長期に運転を開始した我が国の製油所は、東アジアで新たに建

設が進んでいる大規模な石油コンビナートと比べ、規模の経済、エネルギー効

率、生産の柔軟性（石油化学製品生産への弾力的な切替等）等の面で見劣りす

るとの指摘がある。 

今後、我が国の石油関連産業が国際展開を図る中で競争力を備えるためには、

製油所について、「資本の壁」や「地理的な壁」を超えた統合運営・事業再編を

通じ、設備最適化（石油化学生産能力の向上等による高付加価値化や設備の共

有化・廃棄）や製造原価の抑制を進め、総合的かつ抜本的な生産性向上を進め

る必要がある。 

 また、中長期的に原油調達の多様化が進んでいくことを踏まえ、超重質油や

超軽質油といった非在来型原油の処理も可能にする技術開発や設備投資を進め

る。 

 

②他事業分野・海外進出の強化による収益力の向上 

欧米の石油企業は、利益に占める上流部門（資源開発）の割合が大きく、中

下流部門（精製元売・小売販売）の割合は小さい。一方、我が国の多くの石油

企業は、第二次世界大戦後に欧米石油企業（メジャーズ）から原油供給を受け、

その傘下にある時期が長かったこともあり、中下流部門が利益の中心で、収益

力に課題が残る。 

我が国の石油産業が収益力を強化するためには、縮小する国内ガソリン市場

における競争だけに注力するのではなく、資源開発事業（石油、ガス、金属鉱
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物）の強化や、ＬＮＧや石炭、再生可能エネルギー等による発電事業、ガス事

業、水素事業等への参入強化等、他のエネルギー事業ポートフォリオの充実を

図るとともに、海外における石油コンビナート事業の運営等への進出を進め、

国内ガソリン市場等の変動を吸収して収益を確保しうる強靭な「総合エネルギ

ー産業」へと脱皮することが不可欠である。 

 

（２）石油・ＬＰガスの最終供給体制の確保 

 消費者に対して石油製品の供給を行う下流部門では、石油製品の需要の減少

が収益を圧迫する最大の要因の一つとなっている。自動車を始めとした燃料効

率の大幅な改善の動きは、ガソリンを始めとする石油製品の需要減少に拍車を

かける構造となっており、この結果、石油販売事業者などの経営環境は概して

厳しい。 

 一方、石油製品の最終供給を担う事業者には、危機発生時においても一定の

供給機能を果たせるようにするための高い安全性・耐久性を持った設備を確保

するための持続的な投資を求められることとなる。 

このため、平時・有事を問わずに安定供給のための中核機能を将来にわたっ

て担っていく意識と高い意欲のあるＳＳに対する設備投資支援などを行うとと

もに、事業者には、消費者との直接的なつながりを有する強みを活かした事業

の多様化を進め、ＳＳの「地域コミュニティのインフラ」としての機能をさら

に強化していくことが求められる。 

 ＬＰガスについては、ＬＰガスコージェネレーション、都市ガス事業、水素

燃料供給事業への進出や、アジアへのＬＰガスの安全機器の輸出などに取り組

むことが求められる。また、現在でもタクシーなどの自動車はＬＰガスを主燃

料としており、運輸部門における燃料の多様化を担うことも期待される。 

 

（３）公正かつ透明な石油製品取引構造の確立 

石油製品は品質の差別化が難しいため、競争は価格面に集中する傾向にある。

このため、卸価格の格差はＳＳの競争基盤に大きな影響を及ぼすことになるが、

卸価格の価格差や決定方法の不透明性、競争上不利な取引条件が課されている

おそれのあるＳＳ事業者の存在等が指摘されているところである。 

こうした中、一般的に取引上優越した立場にある元売が、正常な商慣習に照

らして不当な価格差を付し、競争上不利な取引条件をＳＳ事業者に押しつける

など独占禁止法に違反する疑いのある事案に接した場合には、厳正な対処が必

要である。 

 

４．再生可能エネルギーの導入加速～中長期的な自立化を目指して～ 
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（１）風力・地熱の導入加速に向けた取組の強化 

 風力や地熱による発電設備の導入には、地元との調整や、環境アセスメント

のほか、立地のための各種規制への対応が必要となり、固定価格買取制度の下

でも、これらの制約のない太陽光発電設備の導入と比べて導入に時間がかかる

ことから、太陽光発電の導入増加のような動きとはなっていない。また、先行

して導入が進む太陽光発電の供給のために現在の送電網の容量が利用され、風

力や地熱の接続余地が狭くなっていくという問題も存在する。 

 このため、風力や地熱の発電設備の導入をより短期間で実現できるようにす

るため、環境アセスメントの迅速化や電気事業法上の安全規制の合理化等、更

なる規制の合理化に向けて取組を進めていくとともに、農地転用制度上の取扱

い等の立地のための規制緩和や調整等を円滑化するための取組について、検討

する。 

 加えて、再生可能エネルギーを受け入れるための地域内送電線や地域間連系

線が必要となることから、まず、風力発電事業者からの送電線利用料による地

域内送電線整備に係る投資回収を目指す特別目的会社の育成を図っていく。ま

た、出力変動のある再生可能エネルギーの導入拡大に対応するため、電力シス

テム改革において新たに広域的運営推進機関を設置し、周波数変動を広域で調

整する仕組みを導入するとともに、同機関が中心となって地域間連系線の整備

等に取り組む。 

 あわせて、再生可能エネルギーの変動を吸収するための大型蓄電池の活用も

促す。変電所等への導入実証や国際標準化とともに、現在普及の壁となってい

るコストの問題について、低コスト化に向けた技術開発等を実施することで、

現在の半分程度までコストを低減する。 

さらに、中長期的には、陸上風力の導入可能な適地が限定的な我が国におい

て、洋上風力発電の導入拡大は不可欠である。 

着床式洋上風力については、２０１２年より銚子沖と北九州沖に実機を設置

し、設置工法、気象条件、発電量など事業化に向けた必要なデータの取得を進

めつつある。これらのデータや海外における実用化の事例等を踏まえ、固定価

格買取制度における新たな価格区分の設定の適否について検討を行う。 

また、世界初となる大型浮体式洋上風力発電所についても、福島沖で実施し

ている実証研究を進め、２０１８年頃までの商業化を目指しつつ、技術開発や

安全性・信頼性・経済性の評価、環境アセスメント手法の確立を行う。 

 

（２）分散型エネルギーシステムにおける再生可能エネルギーの利用促進 

 住宅や公共施設の屋根に容易に設置できる太陽光や、小河川や農業用水など

を活用した小規模水力、温泉資源を活用した小規模地熱発電、太陽熱・地中熱

等の再生可能エネルギー熱等は、コスト低減に資する取組を進めることで、コ

スト面でもバランスのとれた分散型エネルギーとして重要な役割を果たす可能
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性がある。 

 小規模な再生可能エネルギー源を組み合わせた分散型エネルギーシステムの

構築を加速していくため、個人や小規模事業者も参加しやすくするための支援

を行っていく。また、２０１３年の臨時国会において成立した農山漁村再生可

能エネルギー法等の活用も踏まえながら、未利用材を活用した木質バイオマス

発電、小水力発電等を活用し農林漁業との調和も取れた再生可能エネルギー発

電の導入を推し進めていく。あわせて、小水力発電については、従来、水利権

の調整等が課題となっていたところ、河川法の改正による登録制の導入により

水利権手続きの簡素化・円滑化が図られたところであり、今後、積極的な導入

の拡大を目指す。 

 また、分散型エネルギーシステム内で余剰となった蓄電池の電力も含めた電

力を系統に供給することを弾力的に認めるため、逆潮流に関わる運用を柔軟化

し、このために必要な系統安定化のための技術革新を進める。 

 

（３）固定価格買取制度の在り方 

２０１２年７月の固定価格買取制度開始以降、大規模水力を除く発電を開始

した再生可能エネルギー発電設備は制度開始前と比較して設備容量が約２割増

加するなど着実に導入が進んでいる。固定価格買取制度は、再生可能エネルギ

ーに対する投資の回収に予見可能性を与えることで投資の加速度的促進を図る

ものであることから、引き続き、安定的かつ適切な運用により制度リスクを低

減し、事業者が本来あるべき競争に集中しやすい制度運用を目指すことが不可

欠である。 

他方、国民負担の観点から、法律の規定に従い、コスト低減実績を踏まえた

調達価格の見直しを行うなど、常に適切に配慮を行うことが欠かせない。さら

に、固定価格買取制度等の再生可能エネルギー源の利用の促進に関する制度に

ついて、コスト負担増や系統強化等の課題を含め諸外国の状況等も参考に、法

律で定めるエネルギー基本計画改定に伴いその在り方を総合的に検討し、その

結果に基づいて必要な措置を講じる。 

 

（４）再生可能エネルギー熱を中心とした多様な導入形態の促進 

 こうした再生可能エネルギー源の導入については、原料や地域によってコス

ト構造やエネルギー需給構造に占める位置付けが大きく異なることから、全国

一律に同じ制度が適用される固定価格買取制度に加えて、導入を進める主体や

地域で創意工夫を発揮できるようにするための柔軟な取組を進めていく。   

また、再生可能エネルギー電気と並んで重要な地域性の高いエネルギーであ

る再生可能エネルギー熱についても、廃棄物処理に伴って発生する熱の利用や

廃材によるバイオマスなどの利用、運輸部門における燃料となっている石油製

品を一部代替することが可能なバイオ燃料の利用を、経済性や地域の特性に応
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じて進めていくことも重要である。 

 太陽熱、地中熱、下水熱、河川熱等の再生可能エネルギー熱について、熱供

給設備の導入支援を図るとともに、複数の再生可能エネルギー熱や蓄熱槽源の

複数熱利用形態の実証を行うことで、再生可能エネルギー熱の導入拡大を目指

す。 

 

５．高効率石炭火力発電の有効活用の促進 

 

安定供給性と経済性に優れた石炭火力発電は、温室効果ガスの排出を抑制す

る最新技術を活用することで、環境負荷の低減という課題と両立した形で利用

していくことが可能となる。環境アセスメントに要する期間を、リプレースの

場合は従来３年程度かかるところを最短１年強に短縮するとともに、新増設の

場合も短縮化する。 

加えて、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、次世代高効率

石炭火力発電技術（ＩＧＣＣ等）の開発・実用化を推進するとともに、現在取

り組んでいる二酸化炭素分離回収貯留技術（ＣＣＳ）の研究開発も引き続き継

続し、環境負荷の一層の低減に配慮した石炭の有効活用を進める。 

 また、世界的には、引き続き石炭の利用が拡大していくことが見込まれるこ

とを踏まえ、海外においても、環境負荷の低減と両立した形で石炭の利用が行

われるよう、我が国の先端的な高効率石炭火力発電の輸出を促進する。 

 

第４節 消費段階：需要家の選択肢の拡大を通じた、効率的な供給構造を生み

出すスマートで柔軟な消費活動の実現 

 

 技術革新の進展により、各エネルギー源の利用用途が拡大していくとともに、

電力システム改革等の構造改革によって、供給量だけでなく需要量を管理する

ことを含め、様々な主体がエネルギー需給構造に参入することで、今後、多様

な選択肢が需要家に対して示される環境が整っていくことになる。 

 多様な選択肢が提供される市場では、需要家が合理的な判断に基づいて自由

に選択する消費活動を通じて、供給構造やエネルギー源の構成に変動を生じさ

せると考えられる。 

こうした新たなエネルギー需給構造の構築を加速していくための取組を強化

していくことが必要である。 

また、我が国が世界的にも大きくリードしている省エネルギーの取組を、部

門ごとに効果的な方法によってさらに加速していくことで、より合理的なエネ

ルギー需給構造の実現と、温室効果ガスの排出抑制を同時に進めていくことが

重要である。 
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１．需要家のスマートな判断がエネルギー供給の効率化を促進するディマンド

リスポンスの活用 

 

これまでピーク時間帯には調整電源によって供給量を確保することで対応し

てきたが、供給者側ではなく需要家側で需要量を抑制することで需給バランス

を確保することが可能となる。こうした供給量に応じて需要量を抑制するディ

マンドリスポンスの第一歩として、時間帯に対応して有意な電気料金の価格差

を設けることで、需要家が電力の消費パターンを変化させる方法がある。しか

し、既に産業界は積極的に活用し、操業体制を夜間にシフトさせるなどの取組

を進めているが、一般の消費者にはまだ十分に浸透しているとは言い難い。 

そのため、２０２０年代早期に、スマートメーターを全世帯・全事業所に導

入するとともに、電力システム改革による小売事業の自由化によって、より効

果のある多様な電気料金設定が行われることで、ピーク時間帯の電力需要を有

意に抑制することが可能となる環境を実現する。 

 さらに、ディマンドリスポンスにおける次の段階として、需要量の抑制を定

量的に管理する方法が考えられている。こうした方法は、電力会社と大口需要

家の間での需給調整契約という形で従来から存在しているが、こうした取組を

欧米のように社会に広く定着させるためには、当該方法の効果や価値等につい

て、電力会社等の関係者の間で認識を共有することが必要である。 

このため、複数の需要家のネガワット（節電容量）を束ねて取引するエネル

ギー利用情報管理運営者（アグリゲータ）を介すなどして、小売事業者や送配

電事業者の要請に応じて需要家が需要抑制を行い、その対価として小売事業者

や送配電事業者が需要家に報酬を支払う仕組みの確立に取り組んでいく。具体

的には、こうしたディマンドリスポンスの効果や価値を実証し、定量的に管理

できるようにしていくとともに、需要抑制の測定方法等に関するガイドライン

を策定する。 

 さらに、需要量の抑制によって生じるネガワットの取引を円滑化することで、

需要家側での需要量の抑制をより効果的に行うことが可能となることから、電

力システム改革を着実に進めることによって、こうしたディマンドリスポンス

を使った新たな事業形態を導入しやすい環境を整備し、需要を管理することで、

発電容量を合理的な規模に維持し、安定供給を実現する。 

 これらの取組には、需要家の電力使用に関する情報など需要家情報の取扱い

が必要となることから、個人情報保護に十分な配慮を行った上で、需要家情報

の活用を進めていく。 

 

２．自動車等の様々な分野において需要家が多様なエネルギー源を選択できる

環境整備の促進 
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 自動車の分野においては、ガソリン、軽油等の石油製品間の競争のみならず、

バイオ燃料、電力、天然ガス、ＬＰガス、さらに水素をエネルギー源として利

用することが可能となり、需要家の選択を通じて多様なエネルギー源が競争す

る環境が整いつつある。 

こうした環境では、需要家がより費用対効果に優れた製品や、温室効果ガス

の排出量が少ないエネルギー源を選択できるだけでなく、技術革新を促し、石

油製品を動力源とする場合でも、燃費効率をさらに向上させて温室効果ガスの

排出量の抑制を加速させていくことにつながる。 

エネルギー源間の競争を促進するためには、どのエネルギー源を使う場合で

も、需要家に対して円滑に供給される環境を実現することが不可欠である。 

次世代自動車の普及・拡大に当たっては、研究開発に加え、インフラ整備が

不可欠であり、官民が協力して電気自動車及びプラグインハイブリッド自動車

に必要な充電器の普及に努める。また、電気自動車の場合、電力システム改革

による小売全面自由化によって、電気自動車の電気充填に最も適したサービス

を行う事業者が輩出されることが期待される。燃料電池自動車については、規

制見直しや官民の適切な費用負担等によって水素ステーションの整備を促進す

ることで対応を進める。こうした取組により、次世代自動車（ハイブリッド自

動車、電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車、クリー

ンディーゼル車、ＣＮＧ自動車等）については、２０３０年までに新車販売に

占める割合を７割とすることを目指す。 

 このような多様なエネルギー源の利用を進めていく取組は、運輸部門におい

ては、自動車に限らず、航空機におけるバイオ燃料や、船舶におけるＬＮＧの

主燃料としての活用などで進んでいくと見込まれる。業務・家庭部門では、家

庭用の定置用燃料電池（エネファーム）において水素が利用され、ＣＯ２冷媒

ヒートポンプにおいて空気熱が利用されるなどの導入が進んでいるところであ

り、今後、一層の多様化が進んでいく。 

今後、さらに多くの分野で多様なエネルギー源を利用する取組を加速してい

くため、エネルギー関連技術に関する最新の研究開発動向、世界の取組状況、

新たな利用形態を普及していく上での制度面などの障害を整理して、研究開発

などの戦略的な取組を進めていく。 

 

３．各部門における省エネルギーの強化 

 

（１）業務・家庭部門における省エネルギーの強化 

業務・家庭部門において高い省エネルギー効果が期待されるのは、建築物・

住宅の省エネルギー化である。特に、熱の出入りが大きい開口部や壁等への高

性能の窓や断熱材の導入は有効であるが、エネルギーを消費する機械器具を対

象としたトップランナー制度においてはこれまで対象外であった。そこで、住
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宅・ビルや他の機器等のエネルギーの消費効率の向上に資する製品を新たにト

ップランナー制度の対象に追加するべく、２０１３年、エネルギー使用の合理

化に関する法律が改定され、建築材料がトップランナー制度の対象に加わり、

今般、断熱材の基準が示されたところである。また、機械器具についても引き

続きトップランナー制度の対象を拡大しており、業務用冷蔵庫・冷凍庫、複合

機、プリンター、電気温水機器（ヒートポンプ給湯器）及びＬＥＤ電球につい

ても対象に追加した。 

引き続きトップランナー制度の対象の拡大を進めるとともに、既存建築物・

住宅の改修を含めた省エネルギー対策の促進や、新築の建築物・住宅の高断熱

化と省エネルギー機器の導入を促す。これにより、建築物については、２０２

０年までに新築公共建築物等において、さらに２０３０年までに新築建築物の

平均でＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）を実現することを目指す。

また、住宅については、２０２０年までにＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・

ハウス）を標準的な新築住宅において、さらに２０３０年までに新築住宅の平

均でＺＥＨの実現を目指す。 

さらに、こうした環境整備を進めつつ、新築の建築物・住宅に対して２０２

０年までに段階的に省エネルギー基準の適合義務を導入する。 

 

（２）運輸部門における多様な省エネルギー対策の推進 

運輸部門については、自動車に係るエネルギーの消費量がその大部分を占め

ており、その省エネルギー化が重要である。そのため、次世代自動車の普及な

ど自動車単体の対策を進めるとともに、円滑化環状道路等基幹線道路ネットワ

ークの整備や高度道路交通システム（ＩＴＳ）の導入などの交通流対策等を含

めた総合的取組を進めていく。 

また、自動車の次にエネルギー消費量の多い海上貨物輸送を含めた運輸部門

の先進的な省エネルギー化や物流効率化のための実証事業を行い、その成果を

展開することで、効果的な省エネ対策の普及を図る。 

さらに、物流分野でのエネルギー使用量を削減するため、モーダルシフト等

により効率的な物流体系の実現を目指す。具体的には物流拠点の集約化や共同

輸配送等の荷主と輸送事業者が連携した自主的な取組を引き続き促進する。 

加えて、車両や船舶等の省エネルギー化のみならず、鉄道駅や港湾、空港な

どの施設においても、省エネルギー機器の導入や照明のＬＥＤ化を通じた省エ

ネルギー化を目指す。 

 

（３）産業部門等における省エネルギーの加速 

既に高い省エネルギーを達成している産業部門を中心として、省エネルギー

をさらに進めるためには、省エネルギー効果の高い設備への更新を進める必要

がある。 
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そのため、省エネルギー設備投資に対する支援に加え、製造プロセスの改善

等を含む省エネ改修に対する支援など多様な施策を用意することで、企業自ら

最善の省エネルギー対策を進めていく環境を整備する。 

さらに、業種横断的に、スマートなエネルギー使用の取組を促していくため、

エネルギーマネジメントシステム設備の導入を促すとともに、エネルギーマネ

ジメントの手順を定めたＩＳＯ５０００１の認証取得を促進し、省エネ対策の

情報提供等を実施する。 

 

（４）業態ごとに細分化したエネルギー消費実態に対応した更なる省エネルギ

ーの取組 

更なる省エネルギー化を進めていくためには、こうした大括りの部門別の取

組では一定の限界があることも事実であり、より細分化した業態ごとのエネル

ギー消費状況等に応じた、きめ細かな省エネルギー対策を講じていくことが必

要である。 

このような取組を実行に移すためには、詳細なエネルギー消費実態の調査・

分析が必要であり、一定の時間は要するものの、もう一段水準の高い省エネル

ギーの取組を進めるための基礎情報の調査・分析を行い、その結果を踏まえて

新たな省エネルギー施策の構築を開始する。こうした取組により、今後３年程

度、省エネルギーの推進を最大限加速する。 

 

第５節 流通/消費段階：市場の統合を通じた総合エネルギー企業等の創出によ

る経済成長への貢献 

 

１．電力システム改革等の制度改革を起爆剤とするエネルギー産業構造の大転

換 

  

電気は最も利用用途が広い二次エネルギーであり、国民生活、経済活動のあ

らゆる局面を支えるものであることから、電力システム改革は他のエネルギー

市場の在り方にも大きな影響を与えることとなる。 

 発電事業については、ガス事業者、石油事業者、さらに自家発電を持つ企業

や再生可能エネルギー供給事業者が参入し、エネルギー源ごとに供給者が棲み

分けていた環境が大きく崩れることになる。また、小売事業においても、需要

家の多様なニーズを取り込む技術的ノウハウを持つ情報通信事業者など異分野

からの参入が予想されるところであり、様々な産業分野を巻き込んで電力市場

の構造転換が大きく進んでいくことが期待される。 

電力市場の自由化を進めた先進国では、電気・ガスの複合サービスの提供が

一般化しており、州ごとに電力市場の規制形態が異なる米国では、自由化され

ている州において需要家の需要量を抑制する手法を含めた電力需給管理システ
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ムの利用を拡大することで、効率的な投資を実現し、電気料金の抑制に取り組

んでいる。 

電力システム改革は、エネルギー供給事業者の相互参入、新たな技術やサー

ビスのノウハウを持つ様々な新規参入者の参入を促すことで、産業構造を抜本

的に変革するとともに、ガスシステム改革等も同時に進めることで、他のエネ

ルギー産業にも影響が波及していくことで、エネルギー市場を活性化し、経済

成長の起爆剤となっていくことが期待される。 

 

２．総合的なエネルギー供給サービスを行う企業等の創出 

 

（１）既存エネルギー供給事業者の相互市場参入による総合エネルギー企業化 

制度改革を進め、分野ごとに縦割型の構造を持つエネルギー市場を、統合さ

れた市場構造へと転換することで、エネルギー関係企業が相互に市場参入を行

える環境を整備し、それぞれの強みを基礎にして効率性や付加価値の高いサー

ビスの供給を競争しながら新たな需要を獲得していく、新たな成長戦略を描き

出すことが可能となる。 

このような将来を見通せる新たな競争環境は、既存のエネルギー企業を、様々

なエネルギー供給サービスを行う総合エネルギー企業へと発展していくことを

促し、事業の多角化による収益源の拡大や、事業分野ごとに重複して保有され

ていた設備・事業部等の集約化等を可能とする。これにより、総合エネルギー

企業は、経営基盤の強化を進め、活発な競争を勝ち抜くための新たな投資を積

極的に推進していく主体となって、産業全体の効率性の向上や新たな市場の開

拓を進め、我が国の経済成長を牽引していくことが期待される。 

 また、エネルギーに関わる様々な事業を行う運営能力や経営基盤を強化した

総合エネルギー企業は、エネルギー需要が拡大する国際市場を開拓していく役

割を担っていくことも求められる。 

 

（２）地域の特性に応じて総合的なエネルギー需給管理を行うスマートコミュ

ニティの実現 

様々な需要家が参加する一定規模のコミュニティの中で、ＩＴや蓄電池等の

技術を活用したエネルギーマネジメントシステムを通じて総合的にエネルギー

需給を管理し、エネルギーの利活用を最適化するとともに、高齢者の見守りな

ど他の生活支援サービスも取り込んだ新たな社会システムを構築したものをス

マートコミュニティという。 

スマートコミュニティの導入が進めば、ディマンドリスポンス等によりエネ

ルギー供給の効率化が図られ、また、多様なエネルギー源を組み合わせて供給

することによって、コミュニティ内のエネルギー供給リスクの分散化やエネル

ギーの有効利用を促進する効果が期待される。 
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スマートコミュニティの実証実験として、国内４地域（横浜市、豊田市、け

いはんな学研都市、北九州市）において幅広い住民の参画による様々な事業を

行っており、スマートコミュニティの具体的なイメージや効果が共有されるよ

うになってきている。 

今後、スマートコミュニティの実現に向けて、引き続き実証事業等に取り組

んでいくとともに、これまでの実証事業等の成果である、ＣＥＭＳ（コミュニ

ティ単位のエネルギー需給管理システム）、スマートメーターからの情報をＨＥ

ＭＳ（家庭単位のエネルギー需給管理システム）に伝達する手法（Ｂルート）

等の基盤技術、ECHONET Lite（ＨＥＭＳと家庭内機器との間の通信規格）等の

標準インターフェイス、スマートコミュニティ構築のための関係者調整等のノ

ウハウ等の普及を図る。また、エネルギー需給管理事業の運営と水道等の他の

公益事業や高齢者見守りサービス等の周辺サービス事業との統合を進めること

で、スマートコミュニティの事業基盤の構築を図っていく。 

 

３．技術革新によるエネルギー分野における新市場の創出 

 

 加速する技術革新は、エネルギー分野において新たな市場を生み出す可能性

をもたらしている。例えば、電気製品の長時間駆動を可能とする蓄電池技術の

向上は、これまで石油製品を動力源としていた自動車を電気で駆動することを

可能とするに至った。情報通信のデジタル化・大容量化は、需要家のエネルギ

ー消費の実態を個別・詳細に分析することを可能とし、需要の適正管理を可能

とする新たなサービスを生み出すとともに、エネルギー需給バランスについて、

供給量のみではなく、需要量を管理することでバランスさせることも可能とし

ている。 

 こうした新たな技術は、従来のエネルギー供給事業者に固有のものではなく、

異業種において発展してきたものが多数を占める。一方、優れた技術であって

も、国際市場において急速にコモディティ化することで競争上の優位を喪失し

ていくことが繰り返されており、新製品や新サービスの効率な供給体制と、市

場のニーズを常時取り込み、不断の革新を続けていく事業体制をいち早く確立

することが必要である。 

電力システム改革を始めとする制度改革は、エネルギー分野を開放し、優れ

た技術を有する異業種の事業者の参入を促進することとなり、こうした新規事

業者がエネルギー分野の顧客との距離を狭め、新たな価値を見つけ出して新市

場を創造していく重要な契機となるものであり、こうした取組により、エネル

ギー分野を我が国の経済成長を牽引する有望分野として発展させていく。 

 

第６節 流通/消費段階：安定供給と地球温暖化対策に貢献する二次エネルギー

構造への変革：電気の更なる有効活用と“水素社会”の実現 
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 現在の二次エネルギー構造は、電気、熱及びガソリン等石油製品が担い、特

に多くのエネルギー源から転換することができる利便性の高い電気がネットワ

ークを通して最終消費者に供給されることが中心的な役割を担っている。 

 一方、電気の供給は送配電網に頼っており、ネットワークにつながっていな

かったり、途切れた場合には供給ができなくなるという課題も抱えている。 

こうした課題に対応するためには、エネルギーを如何に貯蔵して輸送するの

かなど、二次エネルギーの供給方法の多様化等を含めて検討していくことが重

要となる。 

このような観点から、蓄電池や水素などの技術の活用は、二次エネルギー構

造の変革を促す可能性を持つものであり、将来の社会を支える二次エネルギー

構造の在り方を視野に入れて、着実に取組を進めていく必要がある。 

 

１．電気をさらに効率的に利用するためのコージェネレーションの拡大や蓄電

池の導入促進 

  

熱と電力を一体として活用することで高効率なエネルギー利用を実現するコ

ージェネレーションは、ハイブリッド型の二次エネルギーであり、電力供給が

利用者の消費量を上回る場合、蓄電池に貯蔵するなどの対応ができれば、さら

に供給構造を効率化することが可能となる。このため、コージェネレーション

の導入促進を図るため、導入支援策の推進とともに、コージェネレーションに

より発電される電気の取引の円滑化等を検討する。 

 また、利便性の高い電気を貯蔵することで、いつでもどこでも利用できるよ

うにする蓄電池は、エネルギー需給構造の安定性を強化することに貢献すると

ともに、再生可能エネルギーの導入を円滑することができる、大きな可能性を

持つ技術である。日本再興戦略においても、その潜在的市場の大きさが取り上

げ上げられており、その国際市場は２０２０年には２０兆円規模に拡大してい

くと予想されている。 

最近の安全性の向上や充放電効率の増加による性能向上によって、従来の用

途に加え、車載用、住宅・ビル・事業用等の定置用の用途へも広がりつつある

が、引き続き、技術開発、国際標準化等により低コスト化・高性能化を図って

いくことで、蓄電池の導入を促進していく。 

 

２．“水素社会”の実現に向けた取組の加速 

 

（１）エネファームの普及・拡大 

現在、最も社会的に受容が進んでいる水素関係技術は、家庭用の定置用燃料

電池（エネファーム）である。特に、我が国では、燃料電池の技術的優位性を
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背景に、定置用燃料電池が世界に先駆けて一般家庭に導入され、既に６万台以

上が住宅等に設置されており、海外市場の開拓も視野に入ってきている状況に

ある。 

一方、コストが高いことが普及・拡大に向けての大きな課題であり、初期市

場創出のための国の補助制度がこうした新たな市場を下支えしている状況にあ

る。 

２０３０年には、５３０万台の導入を目標としており、生産コストを低減す

ることで自律的に導入が進む環境を実現することで本目標を達成するため、市

場自立化に向けた導入支援を行うとともに、低コスト化のための触媒技術など

の研究開発や標準化などを引き続き進めていく。 

 

（２）燃料電池自動車の導入加速に向けた環境の整備 

 ２０１５年から商業販売が始まる燃料電池自動車の導入を推進するため、規

制見直し等の整備支援によって、四大都市圏を中心に２０１５年内に１００ヶ

所程度の水素ステーションの整備をするとともに、部素材の低コスト化に向け

た技術開発を行う。一方、普及初期においては、水素ステーションの運営は容

易ではなく、燃料電池自動車の普及が進まなかった場合には、水素ステーショ

ンの運営がますます困難になるという悪循環に陥る可能性もある。 

こうした悪循環に陥ることなく、本格的な水素社会の幕開けを確実なものと

するため、燃料電池自動車の導入を円滑に進めるための支援を積極的に行う。

また、水素ステーションについても、今後、ＳＳが多様な役割を担っていくこ

とが求められていく中で、石油供給を担っている既存のインフラを水素供給も

担うインフラとして活用していくことなどを検討しつつ、移動式や小型のステ

ーションの利用も含めた戦略的な展開を進める。その上で、先行的に水素ステ

ーションを整備した事業者が過度に不利益を被ることのないよう、官民の適切

な役割分担の下、規制見直し等を着実に進め、目標である水素ステーション１

００ヶ所程度の整備目標を達成し、さらに水素ステーションの整備を拡大して

いくことで、燃料電池自動車が日常生活でも利用できる環境を実現する。 

２０２０年東京オリンピックでは、大会運用に必要となる輸送手段に燃料電

池自動車が活躍することが期待されることから、世界が新たなエネルギー源で

ある水素の可能性を確信するための機会と捉え、そのために必要な取組を、今

から計画的に着実に進めていくべきである。 

 

（３）“水素社会”の実現に向けたロードマップの策定 

水素社会の実現は、水素利用製品や関連技術・設備を製造する事業者のみな

らず、インフラ関係事業者、石油や都市ガス、ＬＰガスの供給を担う事業者な

ども巻き込みながら、国や地方自治体も新たな社会の担い手として能動的に関

与していくことで初めて可能となる大事業である。 
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このためには、様々な要素を包含している全体を俯瞰したロードマップの存

在が不可欠である。また、このような長期的・総合的なロードマップを実行し

ていくためには、関係する様々な主体が、既存の利害関係を超えて参画するこ

とが重要である。 

 したがって、水素社会の実現に向けたロードマップを、２０１３年度末を目

処に策定し、その実行を担う産学官からなる協議会を早期に立ち上げる。 

 

第７節 総合的なエネルギー国際戦略の展開 

 

世界のエネルギー需要の重心がアジアにシフトしていることや、天然ガス、

再生可能エネルギー、原子力の利用拡大等エネルギー源の多様化、地球環境問

題への対応など、世界のエネルギーをめぐる課題が拡大、深化し、一層複雑化

してきている。 

 エネルギー需給構造は、国際的なエネルギー供給構造の変化、既存のエネル

ギー分野の垣根を崩していく世界的な技術革新の進展、地球温暖化対策、資源

開発事業の大規模化による国際コンソーシアムによる取組の増加などによって、

国際的な動きに左右されやすくなっており、国際的な協力の枠組みの対象を拡

大することで、各国のエネルギー需給構造をより安定化・効率化することが可

能となる条件が増加してきている。 

こうした状況の変化を踏まえ、我が国のエネルギー需給構造上、特に密接な

関係のある国や機関との関係では、より戦略的、包括的なエネルギー協力の枠

組みを構築していくことが重要となる。 

産業サイドに目を転じれば、我が国が蓄積してきたエネルギーに関連する

様々な先端技術と効果的な運用の経験を、エネルギー需要が増大するアジア等

において展開することで、需要増大に伴う問題を緩和することに貢献しつつ、

アジアの需要拡大と一体となって成長していく戦略的な取組が必要である。 

 

１．エネルギー国際協力体制の拡大・深化 

 

（１）多国間エネルギー協力の枠組みの拡大 

緊急時対応や広範なエネルギー政策分野で豊富な蓄積を有するＩＥＡや、Ｉ

ＡＥＡなどの事務局機能も充実した安定的な多国間の枠組み、アジア太平洋経

済協力（ＡＰＥＣ）などの地域の枠組みに積極的に貢献していくことが必要で

ある。 

エネルギー需要が大きく伸びていくアジア地域のエネルギー需給の安定性を

向上するための取組について、我が国が主導的な役割を果たしていくことは、

我が国のエネルギー安全保障環境をも改善することであり、東アジア・アセア

ン経済研究センター（ＥＲＩＡ）を中核機関として、東アジアサミット（ＥＡ
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Ｓ）をより実効性の高い多国間のエネルギー安全保障を議論することができる

枠組みへと高度化していくべきである。 

また、ＩＥＦ（産消対話）、ＣＥＭ（クリーンエネルギー技術の普及促進）、

ＩＲＥＮＡ（再生可能エネルギーの普及拡大）ＩＰＥＥＣ（省エネルギーの普

及拡大）などの特定テーマの多国間枠組みにおいて、我が国の政策や技術の強

みを活かし、国際場裏の世論形成をリードしていく。 

 

（２）二国間エネルギー協力体制の高度化 

二国間の連携については、資源・エネルギーの確保やエネルギー産業の国際

展開を推し進めるため、石油、天然ガス、石炭、鉱物などの資源国、高効率火

力発電、原子力、再エネ・省エネ技術、スマートコミュニティ等の潜在的な市

場となる国との二国間関係を強化していく。特に、同盟国である米国との関係

強化や、韓国、インド、欧州などエネルギー需給構造において共通課題を有す

る国との連携強化も深めていく。 

 

①日米のエネルギー協力関係の拡大 

現在、エネルギーをめぐる米国との関係は、より包括的なものへと変化しよ

うとしている。 

２０１０年には、日米間でクリーンエネルギーに関する協力が閣僚間で合意

され、沖縄－ハワイにおける両国のプロジェクトを一体的に推進する取組が進

められているとともに、東日本大震災以降、日米間におけるエネルギーに関わ

る対話は緊密性を増している。 

我が国が急速にＬＮＧへの依存を高める中、シェール革命で天然ガスが豊富

に生産されるようになった米国は、日本企業が関与するプロジェクトに対して

輸出許可を行い、２０１７年から本格的に米国産のＬＮＧが我が国に供給され

る見込みである。また、ＬＰガスについては、既に輸出が開始されている。 

 原子力分野では、東京電力福島第一原子力発電所事故後の日米間における協

力関係をさらに強化するため、民生用原子力協力に関する日米二国間委員会も

立ち上げられた。原子力利用を支える体制については、商業分野においても日

本と米国の原子炉メーカーは一体的にビジネスを展開する体制を既に確立して

おり、日米はパートナーとして、原子力の平和利用、核不拡散、核セキュリテ

ィ確保などを国際的に確保しながら原子力を利用する体制を強化するための重

要な役割を担っている。 

 このように、日米間では既に化石燃料、再生可能エネルギー、省エネルギー、

原子力など包括的な形で協力できる条件が整っている。 

現在の日米のエネルギー協力の枠組みを、より多様なエネルギー源に拡げる

とともに、アジア・太平洋地域のエネルギー需給構造が今後大きく変化してい

くことを踏まえ、地域のエネルギー需給構造の安定化・高度化を実現するため
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に日米が連携して取り組むことも含めて協力関係を拡大することを検討する。 

 

②アジア各国とのエネルギー協力関係の強化 

 著しいエネルギー需要の増加が見込まれるアジアの新興国との協力強化は、

アジア地域、さらには、我が国のエネルギー安全保障の強化、エネルギー産業

の潜在的な市場の開拓を進める上で重要な課題である。 

 例えば、インドは、ＩＥＡの World Energy Outlook 2013 によると、２０２

０年以降は中国を上回るペースでエネルギー需要が増加する見通しであり、こ

れに対応するため、省エネルギーの促進、再生可能エネルギーや原子力の利用

拡大、エネルギーインフラの整備、石炭のクリーン利用など多くの課題を抱え

ている。 

 我が国とインドの間では、２００７年以来７回開催してきた日印エネルギー

対話の下、包括的なエネルギー協力を推進してきている。 

 具体的には、増大するエネルギー需要の抑制につながる省エネルギー政策・

制度の整備支援、省エネルギー・再エネルギー・スマートコミュニティなどの

実証事業などによる我が国の技術導入支援、石炭の高効率な利用の推進や安定

した電力システムの構築、さらにＬＮＧの低廉な調達に向けた共同研究など、

エネルギー消費国同士の連携を進めているところであり、今後、政府間協力に

加え、官民ラウンドテーブルや技術展示会・商談会を併催するなど、官民が一

体となった協力や産業間協力も含めた協力内容の充実と拡大を進めていく。 

 

③その他地域における各国とのエネルギー協力関係 

中東地域各国とのエネルギー協力関係は、引き続き、安定的な石油・天然ガ

スの供給確保の観点から重要であり、サウジアラビアとの産業協力タスクフォ

ースに代表されるような、貿易・投資分野を含めた幅広い協力関係の強化を推

進していく。 

加えて、中東地域は、急速な経済発展に伴いエネルギー消費が大幅に増加す

ることが見込まれている。このため、化石燃料の消費量を抑制し、輸出原油を

確保する取組を始めており、こうした観点から、省エネルギーの推進に向けた

取組の支援や原子力、再生可能エネルギー分野における協力が重要である。 

欧州においては、仏国と、原子力分野で、核燃料サイクルや高速炉開発に加

え、東京電力福島第一原子力発電所事故への対応や共同開発原子炉の国際展開

などの協力が進展しており、引き続き、「原子力エネルギーに関する日仏委員会」

等を通じて、協力を一層強化していく。また、英国についても、日英原子力対

話等を通じて、廃炉技術を含む研究開発や競争環境下における原子力事業の在

り方等について、知見を共有していく。その他、日欧間で共通するエネルギー

政策の課題などに関する情報交換等の協力を進めていく。 

また、民間ベースで活発にエネルギー貿易が行われている豪州などとの協力



 

52 
 

基盤をさらに安定化させていくとともに、ロシア、アフリカ各国、中南米など、

各国との資源確保やインフラ輸出などの重要性に応じ、世界のあらゆる地域と

全方位でエネルギー協力関係の構築を進めていく。 

 

２．地球温暖化の本質的解決に向けた我が国のエネルギー関連先端技術導入支

援を中心とした国際貢献 

 

 温室効果ガスの排出量は、今や新興国が先進国の排出量を逆転する状況とな

り、一国主義的な対応では、もはや本質的な解決を得られない状況となってい

る。 

 環境負荷を低減する様々な技術やノウハウを持つ我が国の位置付けを最大限

に活かすべく、エネルギー起源の温室効果ガスの抜本的削減を世界レベルで進

めていくための問題意識を国際的に共有するため、世界の産学官トップによる

「エネルギー・環境技術版ダボス会議」を毎年開催するとともに、新興国が温

室効果ガス排出の抑制が可能な技術展開を行えるようにするための資金調達環

境を整備するため、公的金融手段と民間資金を有効に活用できる国際枠組みの

構築について、我が国がリーダシップを発揮しつつ、世界全体で技術革新を加

速させていく取組を進める。 

 また、具体的に先端エネルギー関連技術の実装化を世界で進めていくため、

化石燃料に引き続き大きく依存しなければならない新興国を中心に、石炭やＬ

ＮＧなどを効率的に活用できる高効率火力発電への発電設備の転換などを促進

するための金融システムを活用した支援策を強化する。例えば、米国、中国、

インドにある石炭火力発電所が、現在の日本で利用可能な最新技術に置き換わ

るだけで、日本一国分の二酸化炭素が削減されると試算されている。 

こうした成果を目に見える形で我が国の地球温暖化対策の取組の中に取り込

んでいくため、二国間オフセット・クレジット制度（ＪＣＭ）を積極的に活用

していくべく、今後３年間で我が国とＪＣＭを締結する国の倍増を目指す。 

 

３．インフラ輸出や新たなエネルギー需給構造の構築に貢献していくエネルギ

ー産業の国際展開の強化 

 

 我が国が厳しいエネルギー制約の中で蓄積してきた技術やノウハウを世界に

普及していくため、官民が連携して国際展開を進めていくことが必要である。  

産業は、個別の要素技術・ノウハウの取引に留まるのではなく、技術やノウ

ハウを統合してインフラやエネルギー供給事業として海外に供給するための、

より広い視点に基づいた海外市場の開拓に取り組むことが求められる。 

一方、政府は、我が国の企業があまり進出してきていない地域を含めて事業

を展開することを促すため、我が国が持つ海外ネットワークや政府間の良好な
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関係を最大限に活用し、新たな市場に挑戦しようとする我が国の企業が海外に

おいて安心して活動できるようにするための環境の整備に向けた取組を強化す

る。 

 

（１）技術やノウハウを一体化したインフラ輸出の強化 

 我が国の産業は、エネルギーを効率的に活用するための技術やノウハウを蓄

積しているにも関わらず、それらを総合化して国際展開することが少なかった。 

今後は、こうした技術やノウハウを統合化して、高効率火力発電、再エネル

ギー・省エネルギー技術、原子力、スマートコミュニティ等のインフラという

形で、その国際展開を推進していくことが重要である。 

そのため、上記の地球温暖化対策への貢献と連動した形で、国際標準の積極

的な獲得や相手国における制度構築支援、官民ミッションの派遣や海外実証事

業による現地企業とのパートナリング等を積極的に進めていく。 

特に、スマートコミュニティなどの地域的な総合エネルギー事業は、再生可

能エネルギーの大量導入により系統不安定化が課題となっている先進国や資源

国、エネルギー需給体制が未成熟な新興国において、エネルギー需給構造の安

定化に貢献をしていくことが期待されることから、事業規模の大小に関わらず、

国際市場への進出を促進する。 

 

（２）アジアを始めとした世界のエネルギー供給事業への積極的な参画 

 世界に先駆けてＬＮＧを本格的に利用してきた我が国の経験と整備されたイ

ンフラは、アジアの国々が今後ＬＮＧの利用を拡大していく際に共用できる資

産として活用できる可能性がある。アジアの国々が、ＬＮＧの導入を進めるた

めの制度やインフラの整備を進めていく際、我が国が、技術協力を行うことや、

貯蔵施設を活用した仲介事業を行うことで、アジアのＬＮＧ導入国が効率的に

新たなエネルギー供給構造を構築していくことを支援していくことが可能であ

り、こうした状況を我が国のエネルギー産業が海外での活動機会を拡大する機

会としていく。 

 また、アジア地域において今後も伸びていく石油や石油化学製品への需要の

動きを捉え、現地の国営石油会社や化学産業・商社等とのＪＶ方式による石油

コンビナート事業の海外展開は、我が国石油産業の新たな事業ポートフォリオ

となりうるが、アジアの供給能力が急速に伸びている現下の状況に鑑みれば、

アジアにおける投資を早急に行う必要があると考えられる。 

これまで国内での石油精製・元売・販売事業を主要な収益源としてきた我が

国の石油産業が、国際展開を進める経営判断を行うよう促すべく、政府は技術

協力や政府間対話により側面支援を進める。 

 

第８節 短中長期それぞれの目標を達成するための戦略的技術開発の推進 
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１．エネルギー関係技術開発のロードマップの策定 

 

 多くの資源を海外に依存せざるをえないという、我が国が抱えるエネルギー

需給構造上の脆弱性に対して、エネルギー政策が現在の技術や供給構造の延長

線上にある限り、根本的な解決を見出すことは容易ではない。さらに、２０５

０年には世界で温室効果ガスの排出量を半減し、先進国では８０％削減を目指

すという目標を同時的に達成していくことも求められている。 

こうした困難な課題を根本的に解決するためには、革命的なエネルギー技術

とそのような技術を社会全体で導入していくことが不可欠となるが、そのため

には、長期的な研究開発の取組と制度の変革を伴うような包括的な取組が必要

である。 

一方、エネルギー需給に影響を及ぼす課題は様々なレベルで存在しており、

短期・中期それぞれの観点から、エネルギー需給を安定させ、安全性や効率性

を改善していくことが、日々の生活や経済の基盤を形成しているエネルギーの

位置付けを踏まえると、極めて重要な取組となる。 

したがって、エネルギー関係技術の開発に当たっては、どのような課題を克

服するための取組なのか、まずその目標を定めるとともに、開発を実現する時

間軸と社会に実装化させていくための方策を合わせて明確化することが重要で

あり、そうした様々な技術開発プロジェクトを全体として整合的に進めていく

ための戦略をロードマップとして、来年夏までに策定する。 

その際、各プロジェクトの効果や進捗状況等を同じ視点から評価できるよう

にするための指標の整備等についても、検討を行っていく。 

 

２．取り組むべき技術課題 

 

 海外からの化石燃料に過度に依存するエネルギー需給構造を長期的視点に基

づいて変革していくための技術開発として、国産エネルギーに位置付けられる

エネルギー源である再生可能エネルギーについては、太陽光発電、風力発電、

地熱発電、バイオマスエネルギー、海洋エネルギー、その他の再生可能エネル

ギー熱利用の低コスト化・高効率化や多様な用途の開拓に資する研究開発を重

点的に推進するとともに、再生可能エネルギー発電の既存系統への接続量増加

のための系統運用技術の高度化や送配電機器の技術実証を行う。 

同様に、準国産エネルギーに位置付けられる原子力については、軽水炉の安

全性向上に資する技術や信頼性・効率性を高める技術等の開発を進める。 

 これらに加えて、我が国の排他的経済水域に豊富に眠ると見られているメタ

ンハイドレートや金属鉱物を商業ベースで開発が進められるようにするための

技術開発を中長期的な観点から着実に進めていく。また、こうした国産エネル
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ギー源を有効に利活用できる二次エネルギーである水素エネルギーの実装化は

中長期的に重要な課題であり、水素の製造から貯蔵・輸送、利用に関わる技術

を今から着実に進めていく。また、太陽光を用いて水から水素を製造する光触

媒技術を始めとする将来の革新的なエネルギーに関する中長期的な技術開発に

ついては、これらのエネルギー供給源としての位置付けや経済合理性等を総合

的かつ不断に評価しつつ、技術開発を含めて必要な取組を行う。 

 また、様々なエネルギー源を活用していくために不可欠な要素である安全

性・安定性を強化していくための技術開発として、例えば、二次エネルギーの

中心を担う電気を最終消費者に分配する要となる送配電網を高度化するため、

変動電源が今後増加することに対応して、高度なシミュレーションに基づく系

統運用技術や超伝導技術などの基盤技術の開発を加速するとともに、蓄電池や

水素などのエネルギーの貯蔵能力強化を進める。 

また、原子力をより安全に活用するとともに、放射性廃棄物の減容化・有害

度の低減や、安定した放射性廃棄物の最終処分に必要となる技術開発などを進

める。 

 さらに、エネルギーのサプライチェーンにおけるすべての段階でエネルギー

利用の効率化を進めることで、徹底的に効率化されたエネルギー・サプライチ

ェーンを実現するため、石炭やＬＮＧの高効率火力発電実現のための技術開発

や、利用局面において効率的にエネルギーを利活用するための製品について、

材料・デバイスまで遡って高効率化を支える技術の開発、エネルギー利用に関

するプロセスを効率化するためのエネルギーマネジメントシステムの高度化や、

製造プロセスの革新を支える技術開発に取り組む。 

 こうした徹底した効率化を進める一方、それでも最終的に対応しなければな

らない課題について、例えば化石燃料を徹底的に効率的に利用した上で最終的

に対応しなければならない二酸化炭素などを回収して封じ込めるＣＣＳなどに

関する技術開発も並行して進めていく。 

 

第９節 国民各層とのコミュニケーションとエネルギーに関する理解の深化 

 

１．エネルギーに関する国民各層の理解の増進 

 

（１）エネルギーに関する広報の在り方 

 東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所の事故後、エネルギー全体に

対する国民の関心は高まっている。電力の安定供給に対する懸念から、節電へ

の取組が定着し、災害時対応力を高める観点から、分散型エネルギーシステム

に対する関心が高まった。原子力に関する使用済核燃料の処分の問題や、我が

国の高い海外からの資源への依存など、エネルギー需給構造が抱える課題も、

国民の間で共有されてきている。 
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 したがって、我が国のエネルギー事情の全体像を、関心度合いや背景知識の

多寡によらず、誰もがある程度理解できるような効果的な情報提供の在り方、

関心を持って情報に接することができるようにするための広報の方法などにつ

いて検討し、国民が自らの関心に基づいて最も適切に整理された情報を選択で

きるよう、科学的知見やデータ等に基づいた客観的で多様な情報提供の体制を

確立する。 

 こうしたエネルギーをめぐる状況の全体像の理解を広く得ながら、エネルギ

ー安全保障、エネルギーコストや環境負荷低減のための負担に関わる政策に対

する理解を得ていく努力を進めていく。 

 一方、こうした形で国民各層がエネルギー事情に対する理解を深める機会を

充実させていく上で大きな障害となるのが、「安全神話」の存在である。「安全

神話」は、政府や事業者が設定した基準や条件を満たせば、リスクはゼロとな

り、それ以上の理解を必要としないかのような印象を与えることとなった。 

 したがって、今後のエネルギー広報の在り方については、関心の度合いに応

じて情報量を適切に整理した複数の包括的なエネルギー情報を用意しつつ、常

にリスクが存在することを明示し、さらに関心を持ってもらうことで理解を深

めていく動機付けとリスクに関する正しい理解を得ていくための取組を強化す

る。 

 その際、客観性を高め、「国民目線」で個々の事情に対応したより適切な情報

提供を行えるよう、第三者による助言を得ながら取組を進めていくために、民

間有識者から構成されるアドバイザリーボードを更に活用していく。 

 

（２）客観的な情報・データのアクセス向上による第三者機関によるエネルギ

ー情報の発信の促進 

メディア、民間調査機関や非営利法人等に対する情報提供を積極的に行い、

第三者が独自の視点に基づいて情報を整理し、国民に対してエネルギーに関す

る情報を様々な形で提供することで、国全体としてエネルギーに関する広報が

広く行われるような環境を実現していく。 

このような取組を促進する一環として、情報を発信していく主体が、エネル

ギーの状況を把握し、様々な分析を行えるようにするため、エネルギーに関連

する統計情報等を迅速かつ容易に入手できるよう、ホームページの内容を充実

する。 

 

（３）エネルギー教育の推進 

 こうしたエネルギー事情に関する理解の拡大と深化を得ていくうえで、学校

教育の現場でエネルギーに関する基礎的な知識を教育プログラムの一貫として

取り上げることは、大きな効果が得られると考えられる。 

 エネルギーはあらゆる国民生活、産業活動を支える基礎であり、そのエネル
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ギー源の大宗を海外に依存する我が国の現状について、子供の頃から理解する

ことは、社会人へと成長し、エネルギー政策に国民として関与していく主体と

なった際に、適切な判断を行っていく上で大いに役立つこととなることから、

エネルギーの専門家や事業者、行政官のみならず、エネルギー問題に関係する

様々な人が積極的に教育現場に参加していくことが求められる。 

 こうした子供の頃からのエネルギー教育を通じて、高等教育段階においてエ

ネルギーを専門分野として学ぶ人材のプールをあわせて確保し、将来のエネル

ギー需給構造を支える人材へと育成していく確かなキャリアパスを確立する。 

 

２．双方向的なコミュニケーションの充実 

 

 エネルギーをめぐる状況の全体像について理解を深めてもらうための最大限

の努力を行う一方で、エネルギー政策の立案プロセスの透明性を高め、政策に

対する信頼を得ていくため、国民各層との対話を進めていくためのコミュニケ

ーションを強化していく。 

 原子力については、原子力関連施設の立地地域の自治体や住民との関係は極

めて重要な要素である。科学的に検証した情報を地域に発信するとともに、リ

スクを含めた理解やリスクに対してどう向き合い、対策を講じていくのかなど

について丁寧な対話を行うことが重要である。 

 仏国では、１９８１年に「地域情報委員会（ＣＬＩ）」を導入し、原子力施設

立地地域の情報共有の場を設置している。我が国においても、こうした諸外国

の例も参考にしながら、地域における情報共有の在り方の検討を進める。 

 また、地球規模の諸課題を対象として、持続可能な社会の構築に向けて社会

変革を目指す国際共同研究構想（フューチャー・アース（ＦＥ）構想）が欧州

を中心として進められている。この構想は、科学者だけではなく、地域を含め

た社会の様々な関係者との協働により、研究の企画・実施と成果の実装化を進

めていくことを目的としており、こうした対話型の政策立案・実施プロセスを

社会に定着させていく取組を様々な形で進めていくことが望まれる。 

 その際、国のみがエネルギー政策の立案・運用に責任を持った形にするので

はなく、地方自治体、事業者、非営利法人等の各主体がそれぞれ自らの強みを

発揮する形でエネルギー政策に関与している実態を踏まえ、これらの主体を新

たに構築していくコミュニケーションの仕組みにしっかりと位置付け、責任あ

る主体として政策立案から実施に至るプロセスに関与していく仕組みへと発展

させていくことが重要である。例えば、多様な主体が総合的に議論する枠組み

への実現に向けて、まずは全国の自治体を中心に地域のエネルギー協議会を作

り、多様な主体がエネルギーに関わる様々な課題を議論し、学び合い、理解を

深めて政策を前進させていくような取組について、今後、検討を行うこととす

る。 



エネルギー基本計画について 

参考資料 

平成２５年１２月 
資源エネルギー庁 



エネルギー政策基本法に基づくエネルギー基本計画は、エネルギー需給に関して総合的に講ずべき施策等
を内容とするものであり、総合資源エネルギー調査会の意見を聴いて、経済産業大臣が案を策定し、閣議で決
定する必要がある。 

エネルギー政策基本法（平成１４年法律第７１号）（抄） 
（エネルギー基本計画）  
第十二条 政府は、エネルギーの需給に関する施策の長期的、総合的かつ計画的な推進を図るため、エネルギーの需給に関す

る基本的な計画（以下「エネルギー基本計画」という。）を定めなければならない。  
２ エネルギー基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  
一 エネルギーの需給に関する施策についての基本的な方針  
二 エネルギーの需給に関し、長期的、総合的かつ計画的に講ずべき施策  
三 エネルギーの需給に関する施策を長期的、総合的かつ計画的に推進するために重点的に研究開発のための施策を講ず

べきエネルギーに関する技術及びその施策  
四 前三号に掲げるもののほか、エネルギーの需給に関する施策を長期的、総合的かつ計画的に推進するために必要な事項  

３ 経済産業大臣は、関係行政機関の長の意見を聴くとともに、総合資源エネルギー調査会の意見を聴いて、エネルギー基本計

画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。  
４ 経済産業大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、エネルギー基本計画を、速やかに、国会に報告するとともに、

公表しなければならない。  
５ 政府は、エネルギーをめぐる情勢の変化を勘案し、及びエネルギーに関する施策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも三

年ごとに、エネルギー基本計画に検討を加え、必要があると認めるときには、これを変更しなければならない。  
６ 第三項及び第四項の規定は、エネルギー基本計画の変更について準用する。  
７ 政府は、エネルギー基本計画について、その実施に要する経費に関し必要な資金の確保を図るため、毎年度、国の財政の許

す範囲内で、これを予算に計上する等その円滑な実施に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  

エネルギー基本計画について 
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総合資源エネルギー調査会基本政策分科会委員 計15名   
1. 三村 明夫（新日鐵住金(株)相談役名誉会長）（※分科会長） 

2. 秋元 圭吾（ (公財)地球環境産業技術研究機構システム研究グループリーダー） 
3. 植田 和弘（京都大学大学院経済学研究科教授・研究科長） 
4. 柏木 孝夫（東京工業大学特命教授） 
5. 橘川 武郎（一橋大学大学院商学研究科教授） 
6. 崎田 裕子（ジャーナリスト・環境カウンセラー、NPO法人持続可能な社会をつくる元気ネット理事長） 
7. 志賀 俊之（日産自動車(株)代表取締役副会長） 
8. 辰巳 菊子（(公社)日本消費生活ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ・ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ協会常任顧問） 
9. 寺島 実郎（(一財)日本総合研究所理事長） 
10. 豊田 正和（(一財)日本エネルギー経済研究所理事長） 
11. 中上 英俊（(株)住環境計画研究所代表取締役会長） 
12. 西川 一誠（福井県知事） 
13. 増田 寛也（野村総合研究所顧問、東京大学公共政策大学院客員教授） 
14. 松村 敏弘（東京大学社会科学研究所教授） 
15. 山名  元（京都大学原子炉実験所教授） 

総合資源エネルギー調査会基本政策分科会のメンバー 
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回数 日時 議題 概要 

総合 
部会 

第一回 3月15日 ○エネルギー基本計画の検討について 

エネルギー基本計画について 

エネルギー政策を巡る最近の動き 

エネルギー政策の変遷と最近のエネルギー情勢 

第二回 4月23日 ○エネルギーの生産・調達段階における主要論点等 
化石燃料調達をめぐる環境変化 
高効率な火力発電の導入推進 
原子力の安全性向上に向けた取組 

第三回 5月20日 ○エネルギーの流通段階における主要論点等 

第1回、第2回で議論したエネルギー基本計画の検討に当たっての背景と論点 
国際的なエネルギー情勢 
電力システム改革とその効果 
ガス事業に関する現状と課題と対応の方向性 
国内の石油・石油ガスのサプライチェーン 
「米国フリーポートＬＮＧの輸出承認」と「J-SUMIT及び日アフリカ資源大臣会合」の報告 

第四回 6月27日 ○エネルギーの消費段階における主要論点等 

 再生可能エネルギーの拡大 
 需要家のエネルギー利用への積極的参加とスマートコミュニティ 
 省エネルギー・節電の推進 
 燃料電池の利用拡大 
 コージェネレーションの導入による分散型エネルギーの推進 

（参考）総合資源エネルギー調査会の議論の経緯①  

○平成25年7月1日に、総合部会の議論とメンバーは、基本政策分科会に継承。 

回数 日時 議題 概要 

基本 
政策 

分科会 

第一回 7月24日 ○エネルギー需要家からのヒアリング 
 エネルギー需要家（経済界より、日本経済団体連合会・日本商工会議所、消費者

団体より全国消費者団体連絡会・日本生活協同組合連合会）からのヒアリング 

第二回 8月27日 ○エネルギー政策の基本的視点（３E+S）に関する最近の状況 

 エネルギーを巡る国際情勢 
 エネルギーコストの経済への影響 
 地球温暖化を巡る動向 
 安全性と安定供給体制強化に向けた国内における取組の状況 
 エネルギー源ごとのサプライチェーン上の特徴 

第三回 9月4日 
○再生可能エネルギーの今後を巡る情勢について 
○東京電力福島第一原子力発電所事故対応と今後の課題について 

 再生可能エネルギーを巡る情勢 
 原子力政策の課題 
 東京電力福島第一原子力発電所事故対応 
 規制要求を超えた自主的安全向上を不断に追求する経営体制の確立 
 高レベル放射性廃棄物対策 
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回数 日時 議題 概要 

基本 
政策 
分科
会 

第四回 9月17日 

○国際エネルギー需給構造の変化を踏まえた中長期的な資源
確保戦略について 
○安定供給確保のための強靭な石油・ＬＰガスサプライ
チェーンの構築について 

 国際エネルギー需給構造の変化を踏まえた中長期的な資源確保戦略 
 安定供給確保のための強靭な石油・ＬＰガスサプライチェーンの構築 

第五回 9月24日 

○電力システム改革後の電力産業の姿について 
○天然ガスサプライチェーンのあり方及びガスシステム改革につ
いて 
○新たなエネルギー産業構造の展望について 

電力システム改革後の電力産業の姿 
天然ガスサプライチェーンのあり方及びガスシステム改革 
新たなエネルギー産業構造の展望 

第六回 10月2日 
○「消費面」・「需要面」から見たエネルギー政策のあり方等につ
いて 

エネルギー需給を巡る状況と需要家（産業界）の動向 
電気料金の値上げに関する消費者意識 
需要サイドから見た今後のエネルギー政策の方向性 
地球温暖化対策について（エネルギー政策における貢献） 
省エネルギー・再エネ可能エネルギー分野の海外展開 

第七回 10月16日 ○今後の原子力政策について 今後の原子力政策 
もんじゅ研究計画 

第八回 10月28日 
○ジョン・ハムレ米国戦略国際問題研究所長による講演 
○エネルギー関係の長期技術開発戦略について 

電力需給検証小委員会の報告 
エネルギー関係長期技術開発戦略 
水素・燃料電池 
原子力技術開発の動向 

第九回 11月12日 エネルギー供給者からのヒアリング 
エネルギー供給者（一般社団法人 日本ガス協会、電気事業連合会、日本ＬＰガス協会、
石油連盟、一般社団法人 太陽光発電協会）からのヒアリング 

第十回 11月18日 

○各省からのヒアリング 
○再生可能エネルギーを巡る課題と対応の方向性 
○バーゲニングパワーの強化に向けたＬＮＧの新しい共同調達
の方向性 
○国民各層とのコミュニケーションのあり方等について 

各省からのヒアリング（外務省、文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境省） 
再生可能エネルギーを巡る課題と対応の方向性 
バーゲニングパワーの強化に向けたＬＮＧの新しい共同調達の方向性 
エネルギー政策に関する広聴・広報について 
エネルギー政策の信頼回復に向けた国民との対話の在り方（崎田委員プレゼン） 

第十一回 11月２8日 
○マリア・ファンデルフーフェン ＩＥＡ事務局長による講演 
○原子力政策に関する信頼の向上について 
○放射性廃棄物WGの検討状況について（報告） 

World Energy Outlook 2013 
放射線廃棄物ワーキンググループの検討状況報告 
原子力政策に関する信頼の向上 

第十二回 1２月６日 
○チャールズ・エビンジャー 米ブルッキングス研究所・エネル
ギー安全保障イニシアティブ上級研究員兼所長による講演等
について 

チャールズ・エビンジャー 米ブルッキングス研究所・エネルギー安全保障イニシアティ
ブ上級研究員兼所長による講演 
総合エネルギー調査会基本政策分科会エネルギー基本計画に対する意見の骨子（案） 
総合エネルギー調査会基本政策分科会エネルギー基本計画に対する意見（案） 

（参考）総合資源エネルギー調査会の議論の経緯②  
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